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税務訴訟資料 第２６３号－２３４（順号１２３５８） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（宇都宮税務署長） 

平成２５年１２月２０日棄却・控訴 

 

判 決 

原告         甲 

同訴訟代理人弁護士  山田 二郎 

    小池 信行 

    井上 康一 

被告         国 

同代表者法務大臣   谷垣 禎一 

処分行政庁      宇都宮税務署長 

           猪瀬 広美 

被告指定代理人    稲玉 祐 

           髙橋 直樹 

           林 智彦 

           菊地 幸雄 

           岡田 真 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

宇都宮税務署長が原告に対して平成２１年２月２０日付でした平成１５年分、平成１６年分、平

成１７年分、平成１８年分及び平成１９年分（以下、総称して「本件各係争年分」という。）の所

得税の各更正処分のうち、別紙２－１ないし２－５の各「Ａ確定申告」欄の「総所得金額」欄（順

号①）及び「納付すべき税額」欄（順号⑨又は⑩）に記載された各金額を超える部分並びに重加算

税の各賦課決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の要旨 

本件は、原告が、法定申告期限までに本件各係争年分の所得税の各確定申告（以下、総称して

「本件各確定申告」という。）をしていたところ、宇都宮税務署長が、平成２１年２月２０日付

けで、本件各係争年分の所得税の各更正処分（以下、総称して「本件更正処分」という。）及び

重加算税の各賦課決定処分（以下、総称して「本件賦課決定処分」といい、本件更正処分と併せ

て「本件更正処分等」という。）をしたため、本件更正処分等は、本件各確定申告において事業

所得の金額の計算上総収入金額に算入されていなかった金製品の取引に係る収入金額をこれに
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算入すべき金額と認定しながら、同収入金額に係る売上原価の額を必要経費の金額として算入し

ない違法があるとして、本件更正処分等の取消しを求める事案である。 

２ 関係法令の定め 

別紙１「関係法令の定め」に記載したとおりである。 

３ 前提事実（証拠等の掲記のない事実は、当事者間に争いがないか、当事者において争うことを

明らかにしない事実である。以下「前提事実」という。） 

(1)原告は、宇都宮市内においてＨの屋号をもって質屋営業及び古物営業を営んでおり、昭和４

７年分以後の各年分の所得税につき青色申告の承認を受けた者である。原告は、遅くとも平成

元年頃から、金製品を質受けしたり顧客から買い取ったりしており、流質物として又は顧客か

らの買取りにより取得した金製品を、金やプラチナを専門的に買い取る業者に対して売却して

いた。 

(2) 原告は、平成１５年から平成１９年にかけて、質屋営業及び古物営業による収入を得てい

たほか、流質物として又は顧客からの買取りにより取得した金製品を他人名義で株式会社Ｉ

（以下「Ｉ」という。）及びＪ株式会社（以下「Ｊ」という。）に対して売却（以下「本件金

製品取引」という。）をしていたが、本件金製品取引を帳簿書類に記録していなかった。なお、

本件金製品取引を含む平成１５年から平成１９年にかけての各年中の事業所得に係る総収入

金額及びその内訳は、別表１「事業所得に係る総収入金額」のとおりである。 

(3) 原告は、各法定申告期限までに、宇都宮税務署長に対し、本件各係争年分の所得税につい

て、別紙２－１ないし２－５の各「Ａ確定申告」欄記載のとおりそれぞれ確定申告（本件各確

定申告。なお、以下、本件各確定申告の際に提出した各確定申告書（乙２の１ないし５）を総

称して「本件各確定申告書」という。）をした。 

(4) 宇都宮税務署長は、平成２１年２月２０日付けで、原告に対し、別紙２－１ないし２－５

の各「Ｂ更正処分等」欄記載のとおり本件更正処分等をするとともに、原告の平成１５年分以

降の所得税につき青色申告の承認を取り消す旨の処分（以下「本件青色承認取消処分」という。）

をした。なお、原告は、本件更正処分等に先立ってされた宇都宮税務署長による所得税に関す

る調査（以下「本件調査」という。また、以下、本件調査を担当した宇都宮税務署の職員２名

を総称するときは、「本件調査担当者ら」といい、うち１名を指すときは、名前を区別するこ

となく「本件調査担当者」という。）の際、原告の妻が日ごとの収支等を集計して作成してい

たとされるノート（以下「本件収支計算ノート」という。）のうち平成２０年分及び平成２１

年分に係るもの（甲１３）等を提示した。 

(5)ア 原告は、平成２１年３月３０日、宇都宮税務署長に対し、別紙２－１ないし２－５の各

「Ｃ異議申立て」欄記載のとおり、本件更正処分等について異議申立て（以下「本件異議

申立て」という。）をしたが、宇都宮税務署長は、同年５月２７日付けで、原告に対し、

本件異議申立てを棄却する旨の決定（以下「本件異議決定」という。）をした。なお、原

告は、本件異議申立てに係る調査の際、本件収支計算ノートのうち平成１８年分及び平成

１９年分に係るもの（甲１２）を提示した。 

イ 原告は、平成２１年６月１１日付けで、国税不服審判所長に対し、本件異議決定を経た

後の本件更正処分等になお不服があるとして審査請求（以下「本件審査請求」という。）

をしたが、国税不服審判所長は、平成２２年６月８日付けで、原告に対し、本件審査請求

を棄却する旨の裁決（以下「本件裁決」という。）をした。 
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(6) 原告は、平成２２年９月１３日、本件訴えを提起した（当裁判所に顕著な事実）。 

４ 争点（本件各係争年分の事業所得の金額の計算上控除されるべき必要経費の金額）及びこれに

関する当事者の主張の要点 

（被告の主張の要点（次に掲げるところのほか、別紙３のとおり）） 

(1) 必要経費に関する主張立証責任 

必要経費の不存在についての主張立証責任は、原則として被告が負うが、一般に必要経費は

原告にとって有利な事柄であり、しかも原告の支配領域内の出来事であって、その主張立証は

原告の方が被告に比べはるかに容易なはずであるから、更正処分時に提出されなかった資料等

に基づき、原告が必要経費の存在を主張する場合や、帳簿書類の記載と異なる経費の主張をす

る場合は、原告において、経費該当性を合理的に推認させるに足りる程度の立証、具体的には、

必要経費として支出した金額、支払年月日、支払先、支払内容等の事実について特定した主張

をすべきであり、これをなし得ない場合には、当該必要経費は事実上存在しないものと推定さ

れるべきである。 

(2) 原告の本件各係争年分の必要経費に算入すべき金額である売上原価の額は本件各確定申告

において計上された売上原価の額を上回ることはないこと 

ア 原告は、本件各係争年分において、自ら（又は関与税理士）が売上原価（仕入金額）を算

出した上で、本件各確定申告書を作成し、宇都宮税務署長に提出していることに加え、次の

ような事情を前提とすれば、原告が本件調査において提出した過去の一定期間分の質物台帳、

古物台帳及び売上関係書類上の仕入金額を検討しても、本件各係争年分の原告の必要経費の

金額は本件各確定申告において計上された仕入金額を上回ることはないと認められる。 

(ｱ) 本件調査担当者らは、原告、原告の長男である乙（以下「乙」という。）又は原告の

顧問税理士である丙（以下「丙税理士」という。）に対し、再三にわたり仕入金額を確認

することができる書類の提示を要求したにもかかわらず、原告らは、虚偽の回答をするな

どして平成１５年３月２２日以前の質物台帳及び本件各係争年分の本件収支計算ノート

を提示しなかった上、①原告が本件調査時に提示した質物台帳（平成１５年３月２２日か

ら平成２０年１０月５日までの間に原告が質契約をした取引に係るもの。以下「本件質物

台帳」という。）の「返還・流質年月日及びその区別」欄に、原告の妻がアルバイトに頼

んで虚偽の記載をさせたこと、②乙が、本件調査時において、本件金製品取引の存在を承

知していたにもかかわらず、本件調査担当者らに対して取引はないなどと虚偽の回答をし

たこと、③丙税理士が、平成１３年分から平成１６年分までの質物台帳を含む帳簿書類の

借用を求められた際に、原告が平成１５年３月２２日以前の質物台帳を所持していること

を知っていたにもかかわらず、平成１３年分と平成１４年分の帳簿書類は本人が誤って廃

棄した可能性がある旨回答し、その後も本件調査において当該帳簿書類を提示しなかった

ことといった執拗な隠ぺい工作も行っていたのである。 

(ｲ)ａ 本件質物台帳には、「質契約年月日」、「品目」、「数量」、「貸付金額」、「質

置主氏名」、「返還・流質年月日及びその区分」等が記載されているところ、原告が、

預かっていた質物を売却処分した際、「返還・流質年月日及びその区分」欄に売却年

月日及び「流質」の押印をしていたことから、本件質物台帳の「返還・流質年月日及

びその区分」欄に「流質」と表示された取引の「貸付金額」欄に記載された金額（売

上原価に相当する金額）を基にして、本件各係争年分の売上原価についての検討を行
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うことが可能である。また、原告が本件調査時に提示した古物台帳（平成１２年７月

１９日から平成２０年６月１３日までの間に原告が古物を買い受けた取引に係るもの。

以下、「本件古物台帳」といい、本件質物台帳と総称するときは、「本件質物台帳等」

という。）には、原告が古物を売却したときの年月日が「払出し」欄に記載されてい

ることから、「払出し」欄に払出し年月日が記載された取引の「代価」欄に記載され

た金額（売上原価に相当する金額）を基にして、本件各係争年分の売上原価について

の検討を行うことが可能である。 

もっとも、本件質物台帳等についての本件調査担当者への提出経緯や本件調査開始

後に本件質物台帳に追記をした旨の乙の供述に照らせば、本件質物台帳等の記載内容

をたやすく信用できず、本件質物台帳等の記載に基づいては、原告の本件各係争年分

の売上原価の額を正確に算出することはできないといわざるを得ないが、原告が本件

各確定申告をした際に本件各確定申告書とともに宇都宮税務署に提出した各所得税青

色申告決算書（乙４の１ないし５。以下、総称して「本件青色申告決算書」という。）

に記載した売上原価の額を超える売上原価が存在するか否かという観点からは、大数

的な検討をすることが可能である。 

ｂ 本件質物台帳の「返還・流質年月日及びその区分」欄に「流質」と表示された取引

の「貸付金額」欄に記載された金額を「返還・流質年月日及びその区分」欄に記載さ

れた「年・月・日」の「年」ごとに集計したところ、結果は別表２のとおりであった。

また、本件古物台帳の「払出し」欄に払出し年月日が記載された取引の「代価」欄に

記載された額を払出しの「年」ごとに集計したところ、結果は別表３のとおりであっ

た。そして、これらを合計すると別表４のとおりである。 

本件各係争年分の売上原価について、原告が本件青色申告決算書に記載した金額と

被告が本件質物台帳等に基づき集計した額（別表４の額）を対比したものが別表５で

ある。別表５によれば、平成１５年分ないし平成１８年分については、「原告申告額」

欄記載の金額が「被告集計額」欄の金額を上回っていると認められる。平成１９年分

については、「原告申告額」欄記載の金額が「被告集計額」欄記載の金額を下回って

はいるが、一の質契約で複数の質物を取引している旨の記載があるものについては直

近年分における「被告集計額」が本来の集計額よりも過大に集計されることになるこ

とを考慮すると、過大に集計した分を除外した本来の「被告集計額」は、「原告申告

額」には満たないものと認められる。 

したがって、本件各係争年分の売上原価の額については、原告が本件各確定申告に

おいて自ら算出した売上原価の額を超える売上原価が存在しないことが十分に認めら

れ、原告が本件各確定申告において算出した売上原価の額が不適切なものであると認

めるに足りる証拠はないことから、原告の本件各係争年分の売上原価の額は、原告の

申告額と同額というべきである。 

イ 前記アを前提とすれば、原告において少なくとも必要経費として支出した金額、支払年月

日、支払先、支払内容等の事実について具体的に特定した主張をすべきであることになるが、

次のとおり、原告は売上原価として支出した金額等の事実について何ら具体的に明らかにし

ていないから、本件各確定申告において計上された売上原価の額を超える売上原価は事実上

存在しないものと推定されるというべきである。 
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(ｱ) 原告は、本件金製品取引の売上原価が本件各確定申告に反映していないこと裏付ける

証拠として、本件収支計算ノート（甲１１ないし１３)を提出しているところ、本件各係

争年分に係る本件収支計算ノート（甲１１、１２）は、本件調査時に提示されなかったも

のであるから、これは、更正時に提出されなかった資料等に基づき原告が必要経費の存在

を主張する場合に該当する。また、原告は、本件金製品取引を簿外のものとするために本

件質物台帳の「返還・流質年月日及びその区別」欄に「受戻」と表示していたなどと、本

件調査時には説明していなかったことを本件訴えにおいて主張するところ、これも、帳簿

書類の記載と異なる経費の主張をする場合に該当するものである。 

(ｲ) 前記(ｱ)のとおり、原告は、本件調査時に提出しなかった資料等に基づく仕入金額の存

在及び帳簿書類の記載と異なる仕入金額について主張するものであるから、原告において、

必要経費として支出した金額、支払年月日、支払先、支払内容等の事実について特定した

主張及び経費該当性を合理的に推認させるに足りる程度の具体的な立証を行わなければ

ならないところ、原告は、①本件金製品取引は本件収支計算ノートに記載されていないか

ら、その売上原価も本件各確定申告に反映されていない、②本件収支計算ノートに基づき

計算した平成２０年分及び平成２１年分の原価率が９０％ないし９６％であることや平

成２２年における金製品等に係る原価率がおよそ８０％であることと比較して、被告が正

しいと主張する流質物等の売却収入に係る原価率が明らかに低く、被告の主張は破綻して

いる、③売上原価の月別比較から見ても、本件金製品取引の売上原価の額は、本件各確定

申告に計上済みの売上原価に含まれていないなどと計上漏れの売上原価の存在を抽象的

に主張するだけで、上記の事項について何ら具体的に主張立証しない。なお、原告は、原

告の帳簿書類等に不正確な部分が含まれており、重要な根拠資料が現存しないため、正確

な数値を把握することが困難な点が少なくないなどと主張するが、原告が本件各係争年分

において青色申告の承認を受けている者であることに照らすと、失当である。 

(3) 原告の主張に対する反論 

ア 必要経費に関する主張立証責任についての原告の主張について 

(ｱ) 原告は、必要経費の立証責任について、原告において必要経費として支出した金額、

支払年月日、支払先、支払内容等を具体的に主張しない限り売上原価が事実上存在しない

という事実上の推定が働く旨の被告の主張をるる論難するとともに、本件においては、被

告が必要経費の立証を全くしていないとして上記の事実上の推定が働く前提を欠く旨主

張する。 

しかしながら、所得税法３７条１項は、売上原価についてはその年分における売上高に

直接対応する費用を必要経費に算入するものとしているところ、原告は、買取価格につい

て各年分に区分できないと自認し、その年分における売上高に直接対応する費用を必要経

費として明らかにできていないから、本件においても上記のような事実上の推定が働くと

いえるのであり、原告の主張は独自の見解であるにすぎない。また、被告は、必要経費に

ついて、本件各係争年分の原告の必要経費の金額は本件各確定申告に係る仕入金額を上回

ることはないと認められるとして、本件各確定申告書に記載した売上原価の額と同額であ

る旨主張立証しているから、原告は被告の主張を正解していない。 

(ｲ) 原告は、本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価の額が本件各確定申告に

おいて計上済みの売上原価の額に含まれていることについて高度の蓋然性があると認め
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られる程度に立証する必要があるのにこれを被告はしていない旨主張する。 

しかしながら、本件調査担当者らは、本件質物台帳等に基づき売上原価となり得る金額

を検討したところ、本件各確定申告において計上された金額を超える売上原価は存在しな

いと判断し、その上で、仕入金額の分かる書類があれば提出するよう原告に教示したにも

かかわらず、原告からは何もないという回答であったことから、宇都宮税務署長が原告の

確定申告額を超える売上原価は存在しないと認定したものである。そして、原告は、帳簿

書類の記載と異なる経費の主張をし、本件調査時には提示しなかった資料等を本件訴えに

おいて提出して必要経費の存在を主張している一方で、売上げ除外とした取引に係る売上

原価について具体的な主張立証をしていないのであるから、申告額を超える売上原価は存

在しないとの推定が働くというべきであり、原告の主張は理由がない。 

イ 本件収支計算ノートの記載に基づく原告の主張について 

原告は、本件収支計算ノート（平成１６年分ないし平成２１年分につき甲１１ないし１３）

に基づき、本件金製品取引に係る売上げに対応する売上原価は本件収支計算ノートに記載さ

れておらず、同ノート及びこれに基づいて原告の妻が作成したとされる月別の利子収入、売

上げ等の金額等が記載されたメモ（平成１７年ないし平成１９年分につき甲１４ないし１６。

以下「本件年間集計表」という。）の売上原価の額が、原告の本件各係争年分の確定申告に

おける売上原価の額と基本的に一致していることからすると、本件各確定申告において本件

金製品取引に係る売上原価の額が計上されていないことは明らかであって、当該売上原価を

一切考慮せずに行った本件更正処分等は違法である旨主張する。  

しかしながら、次のとおり、本件収支計算ノートの記載内容は信用できず、売上原価が過

大に記載されていることが疑われるものである。 

(ｱ) 本件調査担当者らが、丙税理士に対し、本件金製品取引に係る売上原価の存在を確認

できる資料を提出するよう再三にわたって求めたにもかかわらず、丙税理士は、本件質物

台帳等といった提示済みの書類以外にはない旨回答し、本件各係争年分に係る本件収支計

算ノートを何ら提示せず、平成２０年１月１日から平成２１年１月１１日までの記載がさ

れた本件収支計算ノート（甲１３）を提示するにとどまっていた。そして、本件異議申立

ての際の調査に至っても、平成１８年分及び平成１９年分の本件収支計算ノート（甲１２）

を提示したのみであり、本件訴えに至って、本件各係争年分の全てに係る本件収支計算ノ

ートを唐突に提出したところ、原告がいかなる事情からこのように一部ずつしか本件収支

計算ノートを提出しなければならなかったのか、何ら合理的な理由は見いだせない。 

したがって、本件収支計算ノートは、本件調査当時に存在していたのか甚だ疑わしいと

いわざるを得ず、仮に存在していたとしても、その当時のものと本件訴えにおいて提出さ

れたものとは記載内容が異なっている可能性を疑うべきであり、その記載内容は信用でき

ないというべきである。 

(ｲ)ａ 原告は、本件収支計算ノートの作成方法について、「売上」欄は質流れ品等売却明

細書を基に売却代金を現金で収受するごとに記載し、「元金」欄は売却対象となった

質流れ品等に付された値札を売却の度ごとに集計して原告の妻が作成した仕入帳を基

に総仕入額を記載していた旨主張するところ、このような作成方法については、①売

却された質流れ品の全てが漏れなく記載されていること、②正しく計算された結果が

記載されていることのいずれについても確認されない限り、信用できるものではない。 
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しかるに、原告の妻は本件収支計算ノートの作成に係る業務（記入、計算）を全て

手作業で行い、かつ、第三者が点検することもなかったというのであるから、本件収

支計算ノートの記載が正確であるか否かはその根拠資料に照らし合わせて確認する必

要があるところ、本件においては、本件各係争年分の仕入帳、質札が保存されておら

ず、本件収支計算ノートの「元金」欄に記載された仕入金額を裏付ける資料は何ら存

在していないというのである。また、本件収支計算ノートの「付替」欄には、顧客が

質流れを防ぐために利子のみを支払った場合の利子計算の対象となる元金と顧客から

受け取った利子がそれぞれ各日ごとに合計して記載されているというのであるから、

同欄に記載された合計金額を裏付ける伝票等の資料が存在してしかるべきであるとこ

ろ、原告はそのような資料の存在を何ら明らかにしていない。 

このように、本件収支計算ノートが作成されるに当たって当然存在しているべき裏

付け資料が何ら明らかになっていない以上、本件収支計算ノートの記載を信用するこ

とはできないというべきである。 

ｂ 本件収支計算ノートは、従前、丙税理士にも提示されたことがないものであり、同

税理士においても本件年間集計表と突合していないものであるところ、前記(ｱ)のよう

な本件収支計算ノートが提出された経過からすると、原告側にはその提示を避けよう

とする意図があったと思料されるのであり、恣意的に記帳漏れや集計違算が行われた

可能性も否定できない。また、原告は、原告の妻が本件収支計算ノートをほぼ毎日記

帳していた旨主張するが、本件収支計算ノートの字の大きさはおおむね均一で、イン

クの濃さまで一様であり、字の配列が縦方向に整然としているのであって、毎日記帳

されたというには不自然な体裁となっているから、一括して記載されたことが強く疑

われる。 

(ｳ) 原告が計算誤り等を補正した上で集計した本件収支計算ノートの金額と本件各確定申

告において申告された金額を対比すると、平成１６年分ないし平成１８年分について、売

上金額及び売上原価のいずれについてもごくわずかとはいえない差額が生じており、本件

収支計算ノートの一部に計算間違い等があることや本件収支計算ノートから本件年間集

計表に転記する過程に誤りがあったこと等によっては説明がつかないから、丙税理士が本

件各確定申告書を作成するに当たって参考にしたとされる原告の妻が月別で売上げ及び

仕入れを集計したメモと本件年間集計表が同一であることは疑わしいというべきである。 

したがって、本件年間集計表には本件金製品取引に係る売却収入金額及び仕入金額が記

載されていないから、丙税理士が作成した本件各確定申告書にも反映されていないという

原告の主張は、その前提からして理由がない。 

(ｴ)ａ 原告は、本件更正処分等に対する異議申立ての手続の中で、平成１８年分及び平成

１９年分の本件収支計算ノート（甲１２）を提示し、その根拠となる資料として、「Ｋ

 １９ １１ ２８」との記載から始まるメモ（乙１７。以下「Ｋメモ」という。）、

「丙先生」と題する一覧表（乙１８の１）及び「Ｎｏ．５４ Ｈ様〔６７５〕」と題

する計算書に個別の取引ごとに質入れ時の情報を手書きによって記載したメモ（乙１

８の２。以下「Ｋ計算書メモ」という。）を提示した。 

しかしながら、Ｋメモ及びＫ計算書メモに記載された内容を見比べると、取引の一

部には双方に記載されたものもあるが、当該各メモの片方にしか記載されていない取
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引が相当数存在しているほか、貸付金額が相違する取引も多数存在しており、相当数

にわたって不一致が認められる当該各メモに記載された内容はおよそ信用することが

できない。 

ｂ Ｋ計算書メモには、貸付金額（仕入金額）に係る質物の個数を本件質物台帳に記載

されたものよりも過少に記載して、貸付金額（仕入金額）を過大に計上しているもの

が認められ、Ｋメモには、複数の取引における仕入金額を一つの取引における仕入金

額であるかのように記載したものが複数見受けられるのであり、これらのメモについ

ては、原告が過大に仕入金額を計上したことが明らかである。 

(ｵ) 平成１９年１月２８日、同年２月１０日及び同年５月２８日にそれぞれされた有限会

社Ｌ（以下「Ｌ」という。）が開催する市場における取引について、本件収支計算ノート

（甲１２）の「元金」欄に記載された金額と平成１５年３月２２日以降の本件質物台帳の

「返還・流質年月日及びその区別」欄に上記日付及び流質の記載が含まれる取引を抽出し

た結果とを比較すると、本件収支計算ノートの「元金」欄の記載は明らかに過大であるこ

とが認められるのであり、原告が、本件収支計算ノートにおいて貸付金額（仕入金額）を

本件質物台帳上のものよりも過大に記載したとの疑念を持たざるを得ない。 

(ｶ) 乙の供述によれば、複数の質物が一度に質入れされたが、質札が１枚しか作成されな

い場合、原告の妻が個々の質物の正しい売上原価を把握することは不可能であったという

ほかなく、実際にも、過大に売上原価が集計されていた例も複数存するから、原告の経理

処理はずさんであり、売上原価が過大に集計される常態であったことが容易に推測され、

前記(ｵ)に述べたとおり、Ｌが開催する市場においてされた取引について、本件質物台帳

等の集計値と本件収支計算ノートに記載された金額がかい離していることによっても裏

付けられている。 

(ｷ) 原告は、本件年間集計表に依拠して丙税理士が売上原価を集計し、本件青色申告決算

書を作成していたが、本件収支計算ノートには本件金製品取引は記帳されていないから、

本件年間集計表にも本件金製品取引の売上原価は記載されておらず、本件青色申告決算書

にも反映されていない旨主張する。 

しかしながら、原告の上記主張を前提とすれば、本件収支計算ノートと質物台帳の売上

原価の集計額がおおむね一致するはずであるところ、実際には、丙税理士が質物台帳を再

集計した結果とされる仕入額（甲２９の添付資料２の４枚目の表中の「再調査した仕入額」

欄記載の各金額）と本件青色申告決算書に記載された売上原価の額とが大きくかい離して

いる上、このことに関する丙税理士の説明（平成元年以前の質物台帳の記載を把握してい

ないためとするもの）も、簿外の金製品等の取引が質物台帳上「流質」と表示されないこ

とや平成元年以前に質入れされた金製品等以外の質物を平成１５年ないし平成１９年の

間に売却したとは考え難いことに照らし、信用性に乏しいというべきであることからすれ

ば、本件収支計算ノートに記載された売上原価の額が過大であることは否定されず、上記

の原告の主張も理由がない。 

ウ 前記(2)に述べた被告の検討方法に関する原告の主張について 

原告は、被告の主張について、品物の受入れ時と売却時の間に時間差があることを無視し、

平成１５年から平成１９年に売却された金製品の大半が記入されている期間の質物台帳を

精査していないという点において、重大な誤りがあると主張するが、次のとおり、理由がな
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い。 

(ｱ) 原告は、次に述べるとおり、質受けした質物のうちほとんどのものについて当該質物

を受け入れてから比較的短期間のうちに売却していることが認められるから、被告が原告

の本件各係争年分の売上原価を検討するに当たり、平成１５年３月２１日以前に質入れさ

れた質物を考慮していないとしても、検討結果に影響を与えるものではない。 

ａ 原告は、流質期間を３か月としており、原告が貸し付けた元金及び利子が流質期限ま

でに支払われないと、質物は質流れとなり、原告がその所有権を取得することになる。

原告の主張によれば、３か月の流質期限が経過しても質物が質流れにならない場合があ

るとのことであるが、このような場合には、当該顧客が質物を受け戻していることが多

いと思われる上、質流れになったとしても、顧客が長期間にわたって利子を払い続ける

ことや、原告が元金及び利子が全く支払われないまま長期間にわたって質流れにしない

ことは考えにくいから、原告が質物を受け入れてから流質とするまで、３か月を超える

ことがあったとしても、超過期間は長くはないものとして、また、そのような形で質流

れになった質物の数は少ないものとして考えることは十分合理的である。 

ｂ 金製品には相場変動により損失を被るという金取引固有のリスクがあり、保有期間が

長ければ長いほどそのリスクが拡大するおそれがあるといえるから、金製品については、

通常、相場変動のリスクを避けるために、質流れとなってから比較的短期間のうちに売

却されるはずである。原告は、ＩやＪと少なくない頻度で取引していたのであり、金製

品についても、質流れとなってから比較的短期間のうちに売却されていたものと認める

のが相当である。 

ｃ 平成１５年３月２２日から同年１２月３１日までに質入れされた質物で質流れとな

り売却されたものの件数は８８０件であるところ、そのうち平成１５年中に売却された

ものの件数は３８３件（全体の４５．５％)、平成１６年中に売却されたものの件数は

３８４件（全体の４３．６％）を占めている。他方、平成１７年中に売却されたものの

件数は７４件（全体の８．４％）と極端に減少し、平成１８年中は１１件、平成１９年

中は２０件、平成２０年中は８件となり、全体に占める割合は各年いずれも１ないし

２％程度しかない。そうすると、平成１５年３月２２日から同年１２月３１日までに質

入れされた質物のうち、平成１５年ないし平成１６年中に売却されたものが全体の８

７％を占め、平成１７年中に売却されたものまでを含めると実に全体の９６％を占めて

いるから、原告が質物を受け入れてから売却するまでの期間はほとんどの場合比較的短

期間であったと認められる。 

(ｲ) 本件質物台帳等により本件各確定申告に計上された売上原価の額を超える売上原価が

存在するか否かを検討したことは合理的である。 

本件調査における乙や丙税理士からの説明を前提とすると、本件質物台帳等には、現実

の取引全てが記載されているはずであるから、その記載された流質物等の貸付金額を集計

することにより、本件青色申告決算書に記載した売上原価の額を超える売上原価が存在し

たか否かを検討することは十分可能というべきである。また、本件調査の際、丙税理士か

らは、「仕入れに関しては、質物台帳及び古物台帳以外の会計帳簿はない」と回答があり、

結局、原告から提示のあった過去の一定期間分についての質物台帳、古物台帳及び売上関

係書類を基に検討するほかなかったのである。 
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したがって、原告の事業所得に係る売上原価を検討するに当たり、被告が行った方法以

外により実態を反映した合理的な検討方法は存在しなかったというほかない。そして、被

告は、本件金製品取引を含めた全ての取引が記載されているはずの本件質物台帳等に基づ

き、売上原価となり得る貸付金額を本件各係争年分ごとに算出した結果、本件各確定申告

において計上された売上原価の額を超える売上原価が存在すると認めることはできない

として、本件金製品取引等の本件各確定申告において申告されていなかった取引に係る売

上原価も既に本件各確定申告に計上済みであると判断したのであり、かかる被告の検討方

法は極めて合理的である。 

エ 原価率に関する原告の主張について 

(ｱ) 原告は、被告の主張が正しいとすると、本件各係争年分の質流れ品等の売却収入に関

する原価率は５４ないし７２％となるが、平成２０年分及び平成２１年分の売却収入に係

る原価率はそれぞれ９６．４％、９０．４％であり、また、平成２２年分における金製品

のみの売却収入に係る原価率はおおよそ８０％と算定されることからすると、本件金製品

取引に係る売上原価は確定申告において計上済みであるとの被告の主張は破綻している

旨主張するが、次のとおり、理由がない。 

ａ 本件各係争年分の取引に係る原価率と平成２０年分及び平成２１年分の取引に係る

原価率とを比較することには意味がない。 

(a) 原告の平成２０年分及び平成２１年分の原価率の計算の基礎となっている本件収

支計算ノート（甲１３）は、その根拠資料が明らかになっていない以上、その正確性

を担保するものがなく信用できるとはいえないから、原告の主張を認めるに足りる客

観的な証拠はないといわざるを得ない。 

(b) 原告は、当初一貫して、平成１４年までは金製品を売却していなかったと主張し

ていながら、被告が客観的な証拠（乙１４ないし１６（枝番のあるものは枝番を含む。））

に基づき反論すると、同年以前において少額の金製品の売却をしていたとして（平成

２４年２月２９日付け準備書面(4)１５頁）、その主張を変遷させている。さらに、

原告は、当初，平成２２年にした４回の取引を基礎に「被告が主張する金製品に係る

計上漏れ売上は、その少なくとも９０％を売上原価が占めるものであったと推認する

に難くない」と主張していながら（平成２３年９月２８日付け準備書面(2)１４頁）、

被告が客観的な証拠（甲３ないし１０（枝番のあるものは枝番を含む。））に基づき

反論すると、やはり、「この原価率の部分を「８０％」と改める」として（平成２４

年２月２９日付け準備書面(4)２９頁）、その主張を変遷させている。原告の主張す

る原価率は、客観的な証拠に基づくものではなく、到底認められない。 

(c) 仮に、原告の主張する原価率を前提にしても、本件各係争年分と平成２０年以降

とでは、金製品の取引量について有意な違いがあるから、本件各係争年分の取引に係

る原価率と平成２０年分及び平成２１年分の取引に係る原価率を比較しても、特段有

意義なものとはいえない。 

ｂ 平成２２年分の金製品取引の原価率が８０％は下らないとの原告の主張は信用でき

ない。 

(a) 原告は、自らの取引状況について主張するのであるから，当初の段階から把握し

てしかるべきであるにもかかわらず、前記ａ(b)のとおり、安易にその主張を変遷さ
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せていることからすると、平成２２年分の金製品取引の原価率に係る原告の主張は、

客観的かつ合理的な根拠に基づくものとはいえず、到底認められるべきものではない。 

(b) 原告の主張の根拠は、平成２２年３月７日の取引の原価率が８０．２％、同年４

月１１日の取引の原価率が８１．４％であり、同年１０月１６日の取引及び同年１１

月１２日の取引において上記各原価率と同程度でないことを裏付ける事情が見当た

らないというものである。 

しかし、同年３月７日の取引では、大半が最近である平成２０年に質入れされた質

物で占められている一方で、平成２２年４月１１日の取引では、古い年分に質入れさ

れたものも散見される。金製品の取引価格の相場が変動することからすれば、原価率

も当然その売却の対象となった質物の取引のタイミングにより異なるはずであるか

ら、同年分の取引における原価率がいずれも８０％を下回るものでないと認めるのは

相当でない。 

(c) 原告が売上原価と主張したもののうち、金額ベースで平成２２年３月７日の取引

（甲３の１ないし３２）では１８．６％（２７９万２０００円と主張した売上原価の

うち簿外在庫が５２万円）、同年４月１０日の取引（甲５の１ないし７２）では１１．

５％（６３６万２５００円と主張した売上原価のうち簿外在庫が７３万円）、取引数

ベースで同年３月７日の取引（甲３の１ないし３２）では１２．９％（３１の質札中

在庫が４件）、同年４月１０日の取引（甲５の１ないし７２）では１６．９％（７１

の質札中在庫が１２件）もの商品が売上原価にはならないものであったというのであ

り（平成２４年２月２９日付け準備書面(4)２６頁以下）、看過できないほどの計上

誤りがある以上、もはや推計の根拠を欠いている。 

(d) 原告は、平成２２年３月７日に売却したネックレスを平成２０年４月１２日に買

い入れた際の仕入価格の記載（甲３の２８）につき、同ネックレスの重量が９６グラ

ムであることを根拠として、「甲３の２８記載の仕入価格は「１０万２０００円」と

記載されているが、これは、「２０万２０００円」の誤記である」と主張するが（平

成２４年２月２９日付け準備書面(4)２６頁）、上記ネックレスに係る質物台帳（乙

１９・６枚目質物番号「６７６」欄）にも１０万２０００円と記載されていることか

らすると、単に金額の誤記とは考え難い。したがって、原告が主張する再調査の結果

が正確とはいえず、原告が修正した主張も従前の主張と同様理由がない。 

ｃ 原告の本件収支計算ノートに基づく原価率の主張は理由がない。 

原告は、本件収支計算ノートに基づき、平成２０年分及び平成２１年分の取引に係る

原価率を算出すると９０ないし９６％となる旨主張する。 

しかし、前記ｂ(c)のとおり、原告は、平成２２年４月１０日の取引の売上原価であ

るとして提出した質札（甲５の１ないし７２）のうち、１２件については売却していな

い取引も含まれていた旨主張するところ、上記の質札のうち、３つのもの（甲５の３５

ないし３７）の対象となる質物はいずれも１件のみであることが確認できる。原告の主

張によれば、質札の作成は個々の買取り又は質受けの都度、当該取引単位に１枚の質札

を作成しており、原告の妻が売却の対象となった質流れ品等に付された質札を売却の度

に集計し、仕入表を作成し、それを基に本件収支計算ノートに総仕入額を記入している

というのであるから、質物として保管されている品物の質札は当該質物に付されている
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ことになり、これらの質物については、同日の取引に紛れるはずがない。しかるに、原

告の主張によれば、同日売買分の質札の束に含まれていたということになり、本件収支

計算ノートの収入金額の正確性には大いに疑義が生じることになる。 

(ｲ)ａ 原告は、本件青色申告決算書に記載された月別の仕入金額と被告が主張した売上金

額とを月別に対比して売上原価率を算出し、被告の主張が認められる余地はない旨主

張する。 

しかしながら、宇都宮税務署長は、本件各係争年分において、本件各確定申告にお

いて計上された売上原価の額を超える売上原価の存在が認められないことを理由に、

本件各係争年分における原告の売上原価の額を本件青色申告決算書に記載された売上

原価の額と同額として本件更正処分等を行ったものであるが、その際に原告が主張す

る本件青色申告決算書に記載された月別の仕入金額の存在を前提にしているものでは

ないから、原告の主張は理由がない。 

ｂ 質屋営業においては、流質物等の質受けないし買取りから売却に至るまでの期間は

一定ではないことが多い上、質物の原価率が取引ごとに一定であるともいえないこと

にも照らすと、本件が月単位で統計を出すことになじむ事案とはいえないから、月別

に比較をすること自体に意味がない。また、原告の主張の基礎となっている本件収支

計算ノートの内容は信用できない上、前記イに述べたとおり、原告の主張する原価率

は過大であるから、原告が主張する月別の売上原価率の比較をすることは何ら意味が

ない。 

ｃ 原告の主張を前提としても、原価率が１００％を超える月が散見される一方で、原

価率が極端に低い月もあるから、売上金額に比して仕入金額が多い月や極端に少ない

月がある以上、原告が主張するように月別の売上原価率がほぼ一定の範囲内に収まる

はずであるとはいえないし、金製品は取引相場が変動するものであり、原価率もその

売却の対象となった質物の取引のタイミングにより異なるはずであるから、その点か

ら見ても原告の主張は成り立たない。 

(ｳ) 原告は、原価率の月別比較及び年別比較の結果が、本件金製品取引に係る売上金額に

対応する売上原価が本件各確定申告の際の売上原価の額に含まれていないことを裏付け

ている旨主張するが、次のとおり、理由がない。 

ａ 原告の平成２０年分ないし平成２３年分の確定申告における売上金額及び売上原価

の額について捕捉漏れがないことについて客観的な証拠による裏付けはない。また、上

記各確定申告は、売上げと原価が対応しない集計や記載内容を信用することができない

本件収支計算ノートに基づいてされているだけでなく、本件収支計算ノートの記載自体

とも一致していない上、他に仕入帳等の確定申告をした売上原価の額の根拠となる資料

の提出もない。 

したがって、原告の平成２０年分ないし平成２３年分の各確定申告が正確であるとは

いえず、上記各確定申告から算出した原価率をたやすく信用することもできない。 

ｂ 原告は、原告の営業活動の業態に大きな変動はないから、原告の売上原価率は一定の

範囲内に収まるという想定が成り立つ旨主張するが、原告が売却する流質物等の質入れ

ないし買取りから売却に至るまでの期間が一定でなかったり、金製品が取引価格の相場

が大きく変動したりする物であることに照らすと、原告の上記想定は成り立たない。 
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ｃ 原告の金製品に係る買取り及び売却の状況を分析すると、平均買取率は金相場に対し

て８５．４％であり、平均売却率は金相場に対して９８．８％であって、原告が買い取

った金製品を即時に売却した場合であっても原価率は８６．４％にすぎない上、金相場

の変動状況を見ると、平成１５年以降年平均では毎年上昇し、平成２３年には平成１５

年の２．９０２倍になっており、金相場の変動による利益も見込まれるから、原価率が

下がることはあっても、原告が主張するような８９ないし９６％といった高い水準にな

ることは考えられない。 

ｄ 仮に、平成２２年における原告の金製品取引に係る原価率が少なくとも８０％程度で

あったとすると、同年の金製品以外の取引に係る推定原価率が９９．６％と算出される

のであり、原告の主張する原価率は、金製品以外の取引においてほとんど利益が生じな

いとの前提でなければ成り立たないことになるが、原告の事業につきそのような状況で

あったことをうかがわせる特段の事情は見当たらない以上、およそ首肯できるものでは

ない。 

オ 推計課税に関する原告の主張について 

原告は、宇都宮税務署長が推計課税をすべきところをこれをしなかった過誤は重大である

旨主張する。 

しかしながら、税務署長は推計課税を行うべき法的義務を負うものではないから原告の主

張は失当であるし、本件調査担当者らは、本件調査を通じて原告の売上金額を実額で把握し、

本件各確定申告に計上された売上原価の額以上に認めるべき売上原価は存在しないと判断

して売上原価も実額で把握したのであるから、本件において推計課税を考慮する必要がなか

ったことは明らかである。また、推計課税の必要性は原処分時に具備していれば足りると解

するのが相当であるから、原告が原処分時に提出しなかった帳簿書類を根拠に推計課税を行

うべきであったと主張したところで、そのことにより原処分が違法となることはない。 

カ 原告のその余の主張について 

(ｱ)ａ 原告は、宇都宮税務署長が本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価が本

件各確定申告において計上された売上原価の額に含まれていないとの認識を有してい

たところ、仕入れが存在しないことと仕入れは存在するけれども仕入額を各年分に区

分できないことは全く別のことであるから、被告の主張は誤っている旨主張する。 

しかしながら、本件調査において、宇都宮税務署長又は本件調査担当者らが、本件

各確定申告において計上された売上原価の額の中に本件金製品取引に係る売上金額に

対応する売上原価が含まれていないとの認識を示していたとは認められないし、被告

は、本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価が存在しないなどとは主張し

ていないから、原告の主張はいずれも被告の主張を誤って解釈するものであり理由が

ない。 

ｂ 原告は、本件調査時の原告と本件調査担当者らとの共通認識は、本件金製品取引に

係る仕入れが本件各確定申告における売上原価の外枠として存在することを前提とし

ていたのであるから、本件金製品取引の売上金額に対応する売上原価の額が既に本件

各確定申告における売上原価の額に含まれている旨の被告の主張は、信用性を欠く旨

主張する。 

しかしながら、本件調査担当者らは、再三にわたり仕入金額の分かる帳簿書類の提
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示を求めるなどしており、税務調査において仕入金額を確認することは当然であると

しても、このことと本件金製品取引に係る仕入れが本件各確定申告における仕入れの

外枠として存在するか否かは全く別次元の問題であるし、原告が主張する上記の共通

認識は、単に丙税理士がそのように認識していたにすぎず、本件調査担当者らとの間

で具体的にそのような合意や共通認識が形成されたというものではないから、原告の

上記の主張は理由がない。 

(ｲ)ａ 原告は、被告が少なくとも本件審査請求の段階までは本件質物台帳等に基づく検討

をしたとはうかがわれず、被告の主張は後付けのものである旨主張する。 

しかしながら、本件調査担当者らは、本件調査の段階で原告に対して本件各係争年

分以前の書類の提示を依頼したり、本件各確定申告における売上原価の額を超える部

分を確認することができなかった旨を伝えたりしているから、本件調査の段階で、本

件質物台帳等による検討を行っていたことは明らかであるし、その余の原告が指摘す

る点についても、その前提を誤っているから、原告の主張は理由がない。 

ｂ 原告は、被告の主張は、品物の受入れと売却との間に時間差があることを無視し、

本来精査すべき対象期間を誤っている上、本件質物台帳に「ナ」又は「リ」という符

丁とともに「受戻」の表示が付された金製品取引も拾わなければならないのにそれを

していない、丙税理士は、平成２１年２月２日に本件調査担当者らに対して本件質物

台帳に「ナ」又は「リ」という符丁とともに「受戻」の表示が付された金製品取引に

ついては顧客からの買取価格を売上原価として認めるよう要請したなどとして、被告

が主張する売上原価の額は過少である旨主張する。 

しかしながら、原告が質物を受け入れてからこれを売却するまでの期間はほとんど

の場合比較的短期間であったと認められるから、原告の売上原価を検討するに当たり

平成１５年３月２１日以前の質物台帳を考慮しなくとも検討結果に影響を与えること

はないといえる。 

また、本件調査担当者らは、本件調査時において、本件質物台帳に「ナ」又は「リ」

という符丁とともに「受戻」の表示が付された金製品取引についての説明を受けたこ

とはなく、乙からは原告の妻が書いているので分かりませんという旨の回答があった

のみで、丙税理士は本件調査時において本件金製品取引があったことを認めていなか

ったのであって原告が主張するような要請をするはずもない。これに加え、原告の妻

と乙の供述に矛盾があることも踏まえると、そもそも、「ナ」又は「リ」という符丁

が信用できるものではなく、それらの符丁とともに「受戻」の表示が付された質取引

を売上原価に計上しなければならない合理的理由はないというべきである。 

なお、原告の指摘するところを前提としたとしても、本件質物台帳の「返還・流質

年月日及びその区別」欄に平成１９年の年月日とともに「受戻」と表示されたものを

集計すると４０２万４８００円であり、原告が自認する平成１９年分における金製品

の売上除外金額が５０５１万０６８４円であるところ、これは原告の主張するような

売上原価の占める割合（８０％）に遠く及ばないから、本件質物台帳からは原告が主

張するような売上原価の計上漏れを算出することはできないし、本件質物台帳等から

被告が大数的な検討として算出した金額（平成１９年分の売上原価として１億０６４

１万７７６０円）に上記４０２万４８００円を加算したとしても、その売上原価率（５
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７．６％）は原告の主張する売上原価率（８９．９％）とはかけ離れており、仮に、

被告が本件調査段階で、原告の指摘するところを含めて検討したとしても、原告の売

上原価の計上漏れを把握することはできなかったといえる。 

以上によれば、被告が本件金製品取引に係る売上原価を無視し、売上原価の額を過

少になるように意図的に操作した旨の原告の主張は理由がない。 

（原告の主張の要点） 

(1) 必要経費に関する主張立証責任 

ア 本件は、実額課税の事案であるから、原告の売上金額の存在のみならず、当該売上金額に

係る売上原価の額がその主張額を超えては存在しないことについても被告が主張立証責任

を負う。そして、本件においては、本件各係争年分における原告の売上金額については当事

者間に争いがなく、専ら本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価の額に争いがあ

るから、その主張する額を超える売上原価の額の不存在の主張立証責任を負うのは被告であ

る。そして、被告が、本件各確定申告において、本件金製品取引に係る仕入金額が売上原価

として計上済みであると主張するのであれば、原告の計上済みの売上原価のうち、どの部分

が本件金製品取引に係るものであるかについて具体的に主張立証し、高度の蓋然性があると

認められる程度に証明すべきであるが、このような証明がされているとは到底いえない。 

イ(ｱ) 被告は、原告が必要経費として支出した金額、支払年月日、支払先、支払内容等を具

体的に特定して主張しない限り、必要経費は事実上存在しないという「事実上の推定」が

働くとしている。 

しかし、原告が金製品の蓄積を開始した平成元年に遡り、同年から平成１９年を対象と

する質物台帳の記載から、平成１５年分ないし平成１９年分の全期間を通算し、原告がＩ

及びＪに対し売却した金製品の仕入取引（本件金製品取引）を具体的に特定し、全期間分

に対応する総仕入金額を算出することは可能である（なお、平成元年以前の質物台帳及び

古物台帳にも金製品の取引の一部が記帳されている。）。このように平成１５年分ないし

平成１９年分の５年分を通じて実在することが明らかな必要経費を現在残っている資料

によっては各年分に区分できないがゆえに各年分の必要経費は存在しないという推論が、

論理法則及び経験則に照らして誤っていることは自明である。 

したがって、本件各係争年分について、原告が必要経費として支出した金額、支払年月

日、支払先、支払内容等を具体的に特定して主張しないことを立証しただけで、本件各係

争年分において本件金製品取引に関し必要経費が存在しないことを推定できる余地はな

い。 

(ｲ) 被告は、一般に必要経費は原告にとって有利な事柄であり、原告の支配領域内の出来

事であり、その主張立証は、通常の場合、原告の方が被告に比べてはるかに容易なはずで

あるから、これを原告が積極的に主張、立証しないことは、事情によっては、当該経費の

不存在について事実上の推定が働く旨主張する。 

しかしながら、これは、被告がある売上げについてその売上げに対応する通常一般的な

経費を立証したにもかかわらず、原告がなお追加すべき経費が存在すると主張する場合に

関するものであり、本件のように被告が本件金製品取引の売上げに対応する必要経費を全

く立証できていない場合に上記のような事実上の推定が働く余地はないから、被告の主張

は誤りである。 



16 

(ｳ) 被告は、原告の主張をもって、更正処分時に提出されなかった資料等に基づき必要経

費の存在を主張するもの又は本件調査時の説明や帳簿書類の記載と異なる必要経費の存

在を主張するものであるとし、それが原告への立証責任の転換を導く根拠となるかのよう

に主張する。 

しかしながら、原告は、本件金製品取引は全て簿外で処理されており、その取引の明細

を裏付ける資料は存在しないと一貫して主張しているから、被告の主張は失当である。 

ウ 本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価が本件各確定申告における売上原価

の額に計上済みであるという被告の主張と売上原価の額は正確に特定することができない

ものの本件各確定申告において計上済みの売上原価の額には含まれていないという原告の

主張は、全く異なるものであるにもかかわらず、被告は、本件金製品取引に係る売上金額に

対応する売上原価の額を正確に特定できないという事実と本件金製品取引に係る売上金額

に対応する売上原価が本件各確定申告における売上原価の額に計上済みであるという事実

を結びつけるかのような主張をし、両者をあえて混同させようとしていることがうかがえる

が、このような主張は失当である。 

(2) 本件各確定申告において計上された売上原価の額の中には本件金製品取引に係る売上金額

に対応する売上原価の額が含まれていないこと等 

ア 本件更正処分は、本件各確定申告において計上されていない本件金製品取引に係る売上金

額について、必要経費を認定、控除しないで課税しているものであって明らかに違法であり、

これに依拠している本件賦課決定処分も当然に違法である。 

イ 本件収支計算ノートの作成経緯等からの検討について 

(ｱ) 本件収支計算ノートは、見開き１頁が各月に対応するように作成されており、原告の

妻が、向かって左側に利子収入を、向かって右側に質流れ品等の売却収入をいずれも手書

きで日付順に記帳して作成していた。左側の利子収入の頁は、「出質」欄（顧客が元金と

利子を支払って質物を受け戻したことを意味し、「元金」欄に原告が顧客から受け取った

元金を、「利子」欄に原告が顧客から受け取った利子（出質利子）をそれぞれ合計して受

取日ごとに記入している。）と「付替」欄（顧客が質流れを防ぐために利子（付替利子）

のみを支払ったことを意味し、「元金」欄に利子計算の対象となる元金を、「利子」欄に

原告が顧客から受け取った利子をそれぞれ合計して受取日ごとに記入している。）に分け、

ほぼ毎日記帳していた。そして、各欄の合計額の計算は、「合計利子」（出質利子と付替

利子の月ごとの合計額を意味する。）の計算を含め、原告の妻が電卓を使って行っていた。

質流れ品等の売却による収支計算も、実際に質流れ品等を売却収入に挙げ、売却代金を現

金で収受するごとに売却に係る明細書を基に原告の妻が本件収支計算ノートの「売上」欄

に記帳していた。また、売上げに対応する仕入額は、売却の対象となった質流れ品等に付

された質札を売却の度ごとに集計して原告の妻が作成した仕入帳を基に、本件収支計算ノ

ートの「元金」欄に総仕入額を記載するとともに、利益額又は損失額を計算して記入して

いた（なお、本件各係争年分についての質札及び仕入帳はいずれも廃棄されており、また、

上記の間に簿外で処理されていた本件金製品取引については、その売却代金も、売上げに

対応する仕入れも、平成１９年におけるＩに対する一部の取引を除き、本件収支計算ノー

トには記載されていない。）。 

このように、ほとんど全ての記録、記帳業務は手作業で行われ、本件収支計算ノートを
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作成する際の計算も、原告の妻が電卓を使って単独で行っており、これを他の者が重ねて

チェックする体制が採られているわけではないため、その記録、記帳内容や合計額の計算

には必ずしも正確でない部分が含まれていることは否定できない。 

(ｲ) 本件年間集計表（甲１４ないし１６）は、原告の妻が、本件収支計算ノートから数字

を拾って作成したものであり、丙税理士は、原告の質屋営業に伴う利子収入及び質流れ品

等の売却収入から成る売上金額並びに質流れ品等の売却収入に対応する売上原価につい

て、平成１５年から平成１９年にかけては専ら本件年間集計表に依拠して本件青色申告決

算書及び本件各確定申告書を作成している。なお、本件金製品取引に係る売却収入金額及

び仕入金額は、本件収支計算ノートに記載されておらず、それを集計した本件年間集計表

にも記載されていなかったため、本件青色申告決算書及び本件各確定申告書には反映され

ていない。 

(ｳ) 原告の本件収支計算ノートにおける合計売上金額及び質流れ品等の売上原価の額は、

本件青色申告決算書に記載された売上金額及び売上原価の額にそれぞれ対応しており、そ

の差額は、売上げの翌期計上という特殊事情のあった平成１９年分を除くとごくわずかで

ある。以上のとおりであるから、平成１６年分ないし平成１９年分の本件収支計算ノート

の質流れ品等の売上原価の額は、本件各確定申告において計上された売上原価の額と基本

的に一致していると考えてよい。そして、平成１６年分ないし平成１９年分の原告の質流

れ品等の売却先の一覧を見ると、平成１９年において一部Ｉとの金製品取引が含まれてい

るものの、他は全てＩ及びＪ以外に売却したものであることが分かる。 

以上によれば、本件各確定申告において計上された売上原価の額の中には本件金製品取

引に係る売上金額に対応する売上原価が含まれていないことは明らかである。 

ウ 本件各係争年分以外の年における取引に係る原価率との比較等について 

(ｱ) 原告が平成２２年中にした金製品売却取引に係る原価率との比較 

原告は、平成１５年ないし平成１９年にＩ及びＪの２社に対し、多数回にわたって、原

告が遅くとも平成元年から平成１４年までに仕入れて質倉に保管してきた金製品及び平

成１５年以降に順次仕入れた金製品を売却したところ、この際の取引の方法、形態は、平

成２２年３月７日、同年４月１０日、同年１０月１６日及び同年１１月１２日に株式会社

Ｍに対して金製品を売却した取引と全く同じであるから、このような方法、形態の取引か

ら原告が得ることができた利益も平成２２年の時点におけるそれと原告の仕入れ及び売

却の手法が全く同一であること、時点がそれほど離れていないことなどから近似したもの

であったと推測するのは極めて合理的である。 

そして、同年に原告がした上記の４回の取引における売上原価率は、同年３月７日分が

８０．２％、同年４月１０日分が８１．４％であり、他の２回についてもこれらと同程度

でないことを裏付ける事情は見当たらないことからすると、被告が主張する本件金製品取

引に係る売上金額に対応する売上原価は、上記の売上金額の少なくとも８０％を占めるも

のであったと推認するに難くない。 

(ｲ) 本件青色申告決算書に記載された月別仕入金額を前提とした原価率による検討 

平成１５年分ないし平成１９年分における原告の流質物等売却収入金額（販売先別及び

月別）と本件青色申告決算書に記載された月別仕入金額の数値自体については、原被告間

に争いがないから、原告の各月の流質物等の仕入金額を同月の売却収入金額で除して求め
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た原価率は、原被告の主張の正当性を検証する指標として高度の客観性を備えていること

が明らかである。また、被告の主張を前提とすれば、本件各確定申告に計上されていない

金製品取引があったか否かにかかわらず、月別の原告の原価率はほぼ一定の範囲内に収ま

るはずである。 

しかしながら、金製品売却収入の計上漏れのない月を合計して求めた原価率が８３ない

し１０２％の範囲内で推移しているのに対し、金製品売却収入の計上漏れがある月につい

て当該月の金製品売却収入を本件青色申告決算書記載の月別仕入金額に加えた額を同月

の売却収入金額で除して求めた原価率は４３ないし５９％の範囲内で推移しており、両者

には顕著な差が存する。このような顕著な差は、被告の主張が認められる余地がないこと

を裏付けるとともに、本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価は本件各確定申

告において計上された売上原価の額に含まれていないという原告の主張の正当性をまさ

に裏付けるものである。なお、被告は、本件収支計算ノートの作成過程について疑問があ

るとして、上記の検討結果を批判するが、本件収支計算ノートに若干不正確な点があるこ

とは否めないにしても、それに依拠して本件各確定申告がされている上、そこに本件金製

品取引が一切含まれていないことは関係者の確言するところであるから、本件各確定申告

に計上されていない金製品取引が行われた月において当該金製品取引に係る売上金額の

みを加算して売上原価率を集計すれば、極端に低い異常値を示すのは当然であり、上記の

検討結果の信用性を攻撃する被告の主張に合理的な根拠はなく、本件収支計算ノートの作

成過程に対する疑問も根拠のない邪推にすぎない。 

(ｳ) 平成２０年分及び平成２１年分の本件収支計算ノートに基づき計算した質流れ品等の

売却収入に係る原価率との比較 

本件金製品取引に係る売上金額に対応する仕入金額が本件各確定申告における売上原

価の額に計上済みであるという被告の主張が正しいものとして、原告の質流れ品等の売却

収入に係る原価率を計算すると、５４ないし７２％であった。これに対し、原告が、本件

調査を受けて金製品の簿外取引をやめ、取引を正確に記帳した平成２０年分及び平成２１

年分の本件収支計算ノートに基づき計算した質流れ品等の売却収入に係る原価率は、平成

２０年分が９６．４％、平成２１年分が９０．４％である。 

このように、本件各係争年分に関し、被告が正しいと主張する質流れ品等の売却収入に

係る原価率は明らかに低い。このような計算結果が出たのは、本件金製品取引に係る売上

金額が本件各確定申告において計上された売上金額から除外されているにもかかわらず、

本件金製品取引に係る売上原価の額は本件各確定申告において計上された売上原価の額

に計上済みであるという誤った前提を置いたからにほかならない。 

(ｴ) 原告の平成２０年分ないし平成２３年分の各消費税又は所得税の確定申告の内容を前

提とした上記各年分の取引に係る原価率との比較 

①本件青色申告決算書に記載された売上金額から本件において被告の主張する利息収

入の金額を控除した金額と本件青色申告決算書に記載された売上原価の額（いずれも簿外

の本件金製品取引に係るものを除く。）を前提とした本件各係争年分の原価率（８９．９％

ないし９６．４％)と、②原告の平成２０年分及び平成２１年分の各収支内訳書（甲２４

の１、２５の１）並びに平成２２年分及び平成２３年分の各所得税青色申告決算書（甲２

６の１、２７の１）にそれぞれ記載された売上金額から上記の各年分の消費税の各確定申
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告書（甲２４ないし２７の各２）の付表２の「非課税売上額」欄に記載された金額（利息

収入に係るもの）を控除した結果求められる流質物等の売上金額に基づき、原告の平成２

０年分及び平成２１年分の各収支内訳書（甲２４の１、２５の１）並びに平成２２年分及

び平成２３年分の各所得税青色申告決算書（甲２６の１、２７の１）にそれぞれ記載され

た売上原価の額を前提とした原価率（９０．５％ないし９９．５％）は、いずれも８９％

ないし９６％の範囲に収まっているのに対し、被告主張による本件各係争年分の売上原価

率は５４ないし７２％までの数値を示しており、両者のかい離は顕著である。そして、平

成２０年分ないし平成２３年分の原告の確定申告は正しくなされており、原告の平成２０

年分及び平成２１年分の各収支内訳書（甲２４の１、２５の１）並びに平成２２年分及び

平成２３年分の各所得税青色申告決算書（甲２６の１、２７の１）にそれぞれ記載された

売上金額と売上原価の額を前提とした原価率こそが原告の営業の実態を反映した正しい

数値であるといえることからすれば、上記のような差異が生ずることは、本件金製品取引

に係る売上金額に対応する売上原価の額が本件各確定申告において計上された売上原価

の額に含まれているという被告の想定が誤っていることを示すものである。 

(ｵ) 原告の平成１０年ないし１４年分及び平成２０年ないし平成２３年分の各流質物等に

係る売上原価率との比較 

簿外の金製品取引は、平成１５年７月から開始したものであり、それ以前である原告の

平成１０年分ないし平成１４年分の所得税の各確定申告（甲３０ないし３４（いずれも枝

番を含む。））には簿外の取引は一切含まれていないところ、前記(ｴ)に述べたところも

併せると、原告の平成１０年ないし１４年分及び平成２０年ないし平成２３年分の各流質

物等に係る売上原価率（平成１０年分ないし平成１４年分については９３．５％ないし９

７．４％）も、本件各確定申告による流質物等に関する売上原価率（簿外の本件金製品取

引に係るものを除く。）も、全て約８９％ないし９９％の範囲に収まっているのに対し、

本件各係争年における本件金製品取引を加えて売上原価率として被告が正しいと主張す

る率は、約５４％から７２％までの数値を示しており、かい離がある。このようなかい離

が生じるのは、本件金製品取引に係る仕入金額が本件各確定申告に含まれているはずがな

いのに、被告があえてこれが含まれているという前提に立ち、本件金製品取引に係る売上

金額のみを本件各確定申告に係る売上金額に加算して売上原価率を計算したからにほか

ならない。逆に言えば、本件各係争年を挟んで、平成１０年から平成２３年までの１４年

間にわたり、売上原価率が約８９％ないし９９％という一定の範囲に収まっているという

明白な事実は、本件各確定申告において、本件金製品取引を売上げから除外するとともに、

仕入れからも除外していたという原告の主張の正しさを裏付けるものである。 

(ｶ) 被告による原価率の試算を前提とした検討 

被告は、原告が金製品を即座に売却した場合の原価率を８６．４％と試算しているとこ

ろ、これは被告の主張による原価率５４ないし７６％を大きく上回り、原告が主張する原

価率（８９ないし９６％）により近似している上、原告の金製品以外の流質物等の売却先

が中古品の専門販売業者に限られており、その利幅が相当小さいことにも照らすと、金製

品の売却について原告の実際の原価率が被告の試算を上回ったとしても何ら不自然では

ないから、上記被告の試算は被告の主張と相反し、原告の主張と整合するものである。 

エ 宇都宮税務署長は推計課税をすべきであったこと等について 
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(ｱ) 本件においては、宇都宮税務署長は、本件調査の際、推計課税によって純所得を対象

とする課税を実現すれば足りたのであり、計上漏れの金製品の売上金額そのものに漫然と

所得税を課した過誤は重大である。 

(ｲ) 本件においては、本件金製品取引に係る売上げが本件各確定申告において計上された

売上金額に含まれていなかったことは当事者の間に争いがなく、本件金製品取引に係る売

上げと仕入れとの個々的な結び付きを直接裏付ける具体的な資料等が存在しないことが

明らかであるところ、このような状況及び制約の下で、宇都宮税務署長が原告に対し本来

なすべきであった処分は、推計による課税であるが、同税務署長は、納税者が仕入れを具

体的に裏付ける書類等の提示をしない限り、仕入金額を認めないことが許されるという誤

った法解釈を前提にして、実額課税の方法により、純所得ではなく総所得を所得金額とし

て本件更正処分等を行ったものである。 

(ｳ) 被告は、宇都宮税務署長には推計課税を行う法的義務はなく、また、本件において推

計課税を考慮する必要はなかった旨主張する。 

しかしながら、原告は、推計課税をすれば違法な処分を避けることができたことを主張

するのであり、推計課税が税務署長の法的義務であると主張しているのではないから、被

告の主張は原告の主張を曲解するものである。また、丙税理士と本件調査担当者らとの間

で、本件金製品取引に係る仕入れが本件各確定申告における売上原価の外枠として存在す

るという共通認識があり、かつ、当該売上原価を裏付ける帳簿書類が存在しなかったとい

う状況においては、純所得に対する課税の原則に反しない処分を行おうとすれば推計課税

によるほかなかったはずであり、宇都宮税務署長が、実額課税の事案で、簿外の取引に関

して当然存在する売上原価を全く考慮しないことが許されないという自明のことに思い

至らなかったのが本件の真相である。 

したがって、被告の主張は理由がない。 

(3) 被告の主張に対する反論等 

ア 本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価の額を原告が具体的に主張立証でき

ないことをもって、当該売上原価の額そのものが存在しないことを推定することはできず、

本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価が本件各確定申告における売上原価の

額に計上済みであるともいえないことについて 

(ｱ) 被告の主張は、原告が平成１５年ないし平成１９年において本件金製品取引に係る売

上金額を本件各確定申告における売上金額に計上していなかったにもかかわらず本件金

製品取引に係る売上金額に対応する仕入金額だけを本件各確定申告における売上原価の

額に計上したことを意味するが、納税者が確定申告をするに当たって簿外取引の売上げを

隠しつつ当該取引に係る仕入金額のみを計上するという処理をなすと想定すること自体

が経験則に反するもので理不尽である。仮に、売上げを簿外とし、売上原価だけを申告書

に含めたとしたら、売上総利益が極端に減少し、赤字にすらなりかねず、税務調査の引き

金にもなるため、このような処理は常識にあり得ないものである。また、本件金製品取引

については、本件各確定申告上、売上げも仕入れもともに除外されていることは本件の関

係者が一致して認めているところでもある。 

したがって、本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価が本件各確定申告にお

ける売上原価の額に計上済みである旨の被告の主張は、それ自体合理性を欠く全く不自然
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なものである。 

(ｲ)ａ ①本件異議申立てに係る異議申立書（甲２２）、本件審査請求に係る審査請求書（甲

２３）及び本件調査担当者の陳述書（乙１）の各記載を総合すれば、原告と宇都宮税

務署長との間には、本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価の額が本件各

確定申告において計上された売上原価の額の中に含まれておらず、本件金製品取引に

係る売上金額に対応する売上原価の額がその外枠として存在するとの共通認識があ

り、本件金製品取引に係る売上金額に対応する仕入金額が存在することを前提にその

仕入金額を具体的に証明する書類等の有無が専ら問題にされていたといえること、②

本件調査担当者の陳述書（乙１)の記載及び裁決書（乙３）に記載された宇都宮税務

署長の主張からは、宇都宮税務署長が本件質物台帳等に記載された流質物等に係る貸

付金額を集計して検討したこと旨の事実が認められないこと、③本件訴えにおいて被

告が本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価の存在を否定しているので

はない旨突然主張して態度を急変させたこと（平成２３年１２月５日付け準備書面

(4)１６頁）等に照らすと、宇都宮税務署長は、少なくとも審査請求段階までにおい

ては、本件質物台帳等に記載された流質物等に係る貸付金額を集計して検討したとは

いえず、原告が本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価の額を具体的に主

張立証できない以上これを無視して課税処分を行うことが許されるという誤った見

解に立って本件更正処分等を行ったのが本件の真相であるといわざるを得ない。この

ような見解は、仕入れが存在しないことと仕入れは存在するけれども仕入額を各年分

に区分できないことが全く別のことであるにもかかわらず、両者を混同しているとい

う意味で失当である。 

したがって、本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価の額を原告が具体

的に主張立証できないことから当該売上原価の額そのものが存在しないことが推定

される余地はない。そして、売上原価の額そのものが存在しないことという推定が成

り立たない以上、当然のことながら、本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上

原価の額が本件各確定申告において計上された売上原価の額の中に含まれていると

いう結論が導かれる余地もなく、原告の計上漏れの金製品の売上金額に対応する売上

原価の額が既に原告の確定申告済みの売上原価の額に含まれているという被告の主

張を裏付けるものともいえない。また、上記のような経緯に照らせば、宇都宮税務署

長が本件質物台帳等に記載された流質物等に係る貸付金額を集計して検討し、本件各

確定申告において計上された売上原価の額を超える売上原価は存在しないと判断し

たというのは、被告の後付けの主張であるにすぎない。 

ｂ 被告は、本件調査の経緯に言及した上で、本件調査担当者らが、本件金製品取引の

売上金額に対応する売上原価の額も本件各確定申告における売上原価の額に計上済

みであると判断したかのような主張をするとともに、丙税理士と本件調査担当者らと

の間で本件金製品取引に係る仕入れが本件各確定申告における売上原価の外枠とし

て存在するという共通認識が形成された旨の原告の主張に理由がない旨の主張をす

る。 

しかしながら、本件調査から本件訴えに至るまでの一連の経緯が一貫して示すこと

は、被告が本件訴えの途中で突然新主張をするまでは原告（及び丙税理士）も宇都宮
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税務署長（及び本件調査担当者ら）もともに、本件金製品取引の売上金額に対応する

売上原価の額が本件各確定申告における売上原価の額に含まれていないことを当然

の前提としていたという動かし難い事実であり、宇都宮税務署長は、本件金製品取引

に係る売上げに対応する仕入れが存在することを前提としていたにもかかわらず、原

告が本件金製品取引の売上金額に対応する売上原価の額を具体的に主張立証できな

い以上、売上原価の額が存在しないものと事実上推定されるという誤った事実上の推

定論を使い、本件更正処分等をしたというのが本件の真相であり、これが純所得に対

して所得税を課すという大原則に反した違法なものであることは疑う余地がない。 

イ 被告が主張する本件各係争年分の取引に係る売上原価の額についての検討方法が不適切

であることについて 

(ｱ) 被告は、本件調査時に原告が提示した本件質物台帳等を基に、原告が本件青色申告決

算書に記載した各売上原価の額を超える売上原価が存在するかという観点からの大数的

な検討が可能であることを前提として、別表５「原告申告額」欄記載の金額が同表「被告

集計額」欄を上回っていることを根拠に、本件各確定申告において計上された売上原価の

額を超える売上原価が存在しないことは十分に認められると主張する。 

しかし、被告の上記推論は、本件質物台帳等に最初の記入がされるときと質流れ品及び

買取品が売却されるときまでの時間差の存在を無視しているという意味で全く不合理で

ある。また、被告が集計した質物台帳は平成１５年３月２２日以降のものであり、それ以

前に原告が顧客から質受けしたり、買い取ったりした品物のうち質流れ品等として売却さ

れた品物に対応する売上原価の額が算入されていないことが明らかである。さらに重要な

ことは、本件金製品取引に係る金製品には平成１４年以前に原告が受け入れ、質物台帳に

記入したものが多く含まれているところ、被告が精査した本件質物台帳は平成１５年３月

２２日以降のものであって、精査すべき質物台帳の期間を誤っている。 

したがって、別表５「被告集計額」欄記載の数字は意味のない積算であり、それと別表

５「原告申告額」欄記載の数字と比較することによって、有意な結論を導けるはずがない。

被告が主張するような手法で売上原価の額を正確に計算しようとするのであれば、全ての

金製品取引が本件質物台帳に記載されていることを前提に、平成１５年３月２２日以前の

質物台帳を含め、しかも、同台帳に「流質」と表示された金製品取引に加えて同台帳に「ナ」

又は「リ」の符丁とともに「受戻」の表示が付された金製品取引（これらは、本件金製品

取引の全部ではないにしてもその大半を成す取引であることを示すために付された符丁

である。）を全て取り上げて集計しなければならない（なお、丙税理士は、平成２１年２

月２日の面談の際に、本件調査担当者らに対し、本件質物台帳に「ナ」又は「リ」の符丁

が付された金製品については、顧客からの買取価格を売上原価として認めるよう要請して

いる。）のであり、そのような集計をしていない被告による売上原価の額の集計には重大

な欠陥があるのであり、それに基づく被告の主張も誤りである。 

(ｲ) 宇都宮税務署長は、本件調査の段階においては、本件質物台帳に「受戻」の記載のあ

る金製品を売上原価の額の計算上一切考慮に入れなかった模様であり、本件金製品取引に

係る仕入れを把握しようがなかったといえる。また、被告は、平成１９年という日付を付

された「受戻」の記載のある取引のみを抽出しているところ、日付がいい加減なものであ

ることは本件裁決も指摘しているのであって、このような恣意的な限定を付した数字を取
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り上げて原価率を計算しても何の意味もない。さらに、本件金製品取引において売却され

た金製品の中には原告が平成元年頃から仕入れて蓄積していたものが含まれているから、

本件金製品取引に係る仕入れの全貌を明らかにしようとすれば、平成元年から平成１４年

末までの質物台帳も併せて精査する必要があるにもかかわらず、被告は平成１５年３月２

２日以降の質物台帳しか検討していないのであり、被告の検討の対象と方法は不十分かつ

不正確であり、被告の検討の結果には全く合理性がない。 

ウ 原告が主張する本件各係争年分以外の年分の取引に係る原価率に基づく本件各係争年分

の取引に係る売上原価の額の検討に対する被告の反論が誤りであることについて 

(ｱ) 被告は、本件青色申告決算書に記載された１年分の仕入金額の実在性及び信ぴょう性

を肯定するものの、本件青色申告決算書に記載された月別の仕入金額は存在するものと見

ることはできない旨主張する。 

しかしながら、これらがいずれも同一の書類に記載されていることに照らすと被告の主

張は一貫性を欠くし、１年分の仕入金額が個別の取引の集計であることを忘れた暴論とい

わざるを得ない。また、本件青色申告決算書の１年分の売上金額と仕入金額の記載が本件

年間集計表に依拠し、さらに本件年間集計表が本件収支計算ノートを基礎としているとい

う前記(2)イ(ｱ)及び(ｲ)に述べた一連の書類の流れを無視した主張ともいえる。なお、被

告は、本件収支計算ノートの信用性を繰り返し否定するが、全く根拠がない。 

(ｲ) 被告は、前記(2)ウ(ｴ)に述べた原告の平成２０年分ないし平成２３年分の確定申告に

おいて計上された売上金額及び売上原価の額は、客観的な資料の裏付けがない上に原告の

集計にミスがあるなどとして信用できないなどと主張するが、根拠を欠く邪推にすぎない

し、原告のミスによっては説明できないほどに被告の主張と原告の主張とのかい離がある

から、被告の主張は失当である。 

エ 本件収支計算ノートの信用性に関する被告の主張は理由がないことについて 

(ｱ) 被告は、本件収支計算ノートが本件調査時に存在しなかった、又は一括して記載され

たことが強く疑われる旨の主張を繰り返しているが、丙税理士が本件調査時に本件各係争

年分に係る本件収支計算ノート（甲１１、１２）を提出しなかったのは、本件調査では、

本件金製品取引の仕入れを裏付ける資料等の有無が問題とされていたのに対し、上記の本

件収支計算ノートには、本件金製品取引に関する記入がなく、本件金製品取引に係る売上

げに対応する仕入れの解明とは無関係であったからにほかならない（甲２９）のであり、

被告の主張は根拠を欠く。 

(ｲ) 被告は、本件収支計算ノートの売上原価の額が過大に記載されている旨主張し、その

根拠として、①顧客から一度に複数の質物を受け入れた際に１枚の質札を作成し、当該質

物を別々に売却したときに売上原価の把握が不可能であったこと、②丙税理士の集計と本

件各確定申告における売上原価の額とのかい離が大きいことを挙げる。 

しかしながら、上記①のような事態は、年二、三回程度にすぎない特殊な取引である上、

原告の妻はそれが後で分からなくならないよう対処しているから、被告の根拠なき邪推に

すぎない。また、上記②については、丙税理士が、平成元年以前の質物台帳及び平成１４

年７月以前の古物台帳を調査対象としていないことに照らせば、合理的理由のあることと

いえる。 

したがって、被告の主張は理由がない。 
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第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

前提事実、後に掲記する証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の各事実（以下「認定事実」とい

う。）が認められる。 

(1) 本件調査の経緯等について（全体として乙１) 

ア 本件調査担当者らは、平成２０年９月１８日、原告方に臨場し、原告及び原告の妻に対し、

所得税に関する調査を行うために臨場した旨を伝えた。原告の妻から連絡を受けた丙税理士

が、本件調査担当者らに対し、原告は病気療養中で病院に行く予定があるという理由で調査

に対応できない旨を述べるともに、調査を受ける日については調整した上で宇都宮税務署に

連絡する旨を述べたため、本件調査担当者らは、同日に調査を行うことはせず、調査を行う

日を決めることもしなかった。その後、丙税理士は、本件調査担当者らに対し、同月２６日

に調査を受ける旨を伝えた。 

本件調査担当者らが、同日、原告方に臨場したところ、原告と原告の妻は体調不良を理由

に同席せず、乙と丙税理士が対応した。本件調査担当者らは、同人らから原告の事業概況、

帳簿書類の作成保存状況、決算の方法、確定申告書の作成方法等について聴取した。本件調

査担当者らが、乙及び丙税理士に対し、用意されていた現金出納帳（平成１６年１１月４日

から平成１９年１１月３０日までのもの）、本件質物台帳の一部（平成１７年１月１３日か

ら平成２０年１０月５日までのもの）、本件古物台帳（平成１２年７月１９日から平成２０

年６月１３日までのもの）及び平成１７年分ないし平成１９年分の流質物及び古物の売上げ

に係る売上関係書類のうち、売上関係書類以外のものを記入する方法を聴取したところ、同

人らから、①質物台帳へ記入するのは、質物を預かって金員を貸し付けたとき、客が金員を

返済したとき及び預かっていた質物を売却処分したときであり、金員を貸し付けたときに、

質物台帳の「質物番号」、「質契約年月日」、「品目」、「特徴」、「貸付金額」及び「氏

名」の各欄まで記入し、客が金員を返済したときに、同台帳の「返還・流質、年月日及びそ

の区別」欄に返済した日の日付を記入するとともに「受戻」と押印し、預かっていた質物を

売却処分したときに、同台帳の「返還・流質、年月日及びその区別」欄に売却した日の日付

を記入するとともに「流質」と押印している、②質物については、売却するまで流質として

記入せず、質物を売却したときに売上げと仕入れを同時に認識するものとして処理している、

③古物台帳については、古物の買入れ時に「受入」欄を記入し、その処分をした時に「払出

し」欄に記入しているというものであった。また、保存している帳簿書類としては、平成１

７年から平成１９年については、上記の現金出納帳、質物台帳、古物台帳及び売上関係書類

のみである旨の説明を受けた。本件調査担当者が、丙税理士に対し、本件青色申告決算書に

記載された月別の売上げ及び仕入れの額は何を基に集計されたのかなどと質問したのに対

し、丙税理士は、原告の妻が月別で売上げ及び仕入れを集計したメモ（以下「売上仕入集計

メモ」という。）を参考に本件青色申告決算書や本件各確定申告書を作成している旨を説明

したが、そのときには平成１７年分ないし平成１９年分の売上仕入集計メモを提示しなかっ

た。 

イ 本件調査担当者は、平成２０年９月２９日、丙税理士に対し、古物台帳及び質物台帳を提

示するよう依頼したところ、同税理士は、原告に確認する旨の回答をし、同月３０日、売上

仕入集計メモのうち平成１８年分のものが見つかったとしてこれを宇都宮税務署に持参し、
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さらに、平成２０年１０月６日、前記アで述べた本件古物台帳及び本件質物台帳の一部（平

成１７年１月１３日から平成２０年１０月５日までの質物台帳）を宇都宮税務署に持参した。 

ウ 本件調査担当者らは、更に調査を進めたところ、原告がＪ及びＩに対し他人名義で金及び

プラチナを売却する取引をしていることを把握したため、平成２０年１１月１１日、丙税理

士に対し、平成１３年から平成１６年までの帳簿書類の提示を求めるとともに、本件青色申

告決算書に記載された売上金額に計上されていない売上金額の存在が認められた旨を伝え、

さらに、売上げ及び仕入れに関する帳簿書類の提示を依頼したところ、同税理士からは、帳

簿書類の提示の依頼があったこと及び本件青色申告決算書に記載された売上金額に計上さ

れていない売上金額の存在の点は原告に連絡する、売上げ及び仕入れに関する帳簿書類につ

いては税務署から何度も聞かれており確認しているが存在しないとのことである旨の回答

があった（乙２４）。 

丙税理士は、平成２０年１１月１８日、宇都宮税務署を訪れ、平成１４年１０月２９日か

ら平成１６年１１月４日までの現金出納帳、平成１５年分及び平成１６年分の流質物及び古

物の売上げに係る売上関係書類並びに本件質物台帳の一部（平成１５年３月２２日から平成

１７年１月１３日までの質物台帳）を本件調査担当者らに提示した。また、本件調査担当者

は、平成２０年１１月２０日、同税理士に対し、現時点で本件青色申告決算書に記載された

売上金額に計上されていない売上金額が１億円以上認められ、仕入れについては原告や原告

の妻から直接聴取しないと確認が取れないと思われるので原告、原告の妻及び乙と原告方に

おいて面談する機会を設定してほしい旨を要望したところ、同税理士からは、原告及び原告

の妻はともに体調が悪いために本件調査担当者らとの面談が難しい旨、乙が全部事情を把握

している旨、既に本件調査担当者らに対して提示した帳簿書類以外には何もない旨並びに乙

が宇都宮税務署において面談することを希望している旨の回答があり、結局、同年１２月２

日に宇都宮税務署において本件調査担当者らと乙及び丙税理士が面談をすることとなった。 

エ 本件調査担当者らは、平成２０年１２月２日、宇都宮税務署において、乙及び丙税理士と

面談した。丙税理士は、本件青色申告決算書に記載された売上金額に計上されていない売上

金額の存在の点を原告の妻に確認したところ、Ｊについては１０年くらい前には取引してい

たがそれ以降はなく、Ｉとの取引については、Ｉの要望で他人名義による取引をしていたた

めその分については本件青色申告決算書に記載された売上金額に計上されていないとのこ

とであった旨を説明するとともに、Ｉとの取引に関する売上関係書類については、原告の屋

号による平成１９年以降の取引分のみが保存されており、それ以前のものは破棄したとのこ

とであった旨を説明した。 

本件調査担当者が、質物台帳で「受戻」と記載されている取引のうち、「処分、相手先氏

名」欄に「ナ」又は「リ」と記載されているものが多数あるが、これは、「ナ」がＩを、「リ」

がＪの前身であるＮを意味するものではないか旨を尋ねたところ、乙は、母が書いているの

で分からない旨を回答した。本件調査担当者が、今後、宇都宮税務署から本件青色申告決算

書に記載された売上金額に計上されていない売上金額の存在に関する調査の結果を説明し

た場合、仮にそれに対応する仕入れがあるならばどのように立証するのか旨を尋ねたところ、

丙税理士は、原告の妻は何もないと言っている旨を回答した。本件調査担当者が、乙に対し、

仕入金額の分かる書類は保存されていないか尋ねたところ、乙は、そのような書類はない旨

を回答し、丙税理士も、本件青色申告決算書に記載された売上金額に計上されていない売上



26 

金額の存在を税務署から指摘されたときにその売上金額に対応する売上原価の額があるこ

とを主張するための書類があったら出してもらいたいと原告、原告の妻及び乙に再三要望し

ているが、そのような書類はないと言っている旨を述べた。 

オ 本件調査担当者らは、平成２１年２月２日、宇都宮税務署において、丙税理士と面談し、

調査の結果の説明及びその結果に基づく修正申告のしょうようをした。なお、本件調査担当

者らは、丙税理士に対し、原告、原告の妻及び乙にも調査の結果の説明をしたい旨を伝えた

が、丙税理士は、原告から委任を受けているので自分から原告らには説明する旨を述べた。 

本件調査担当者は、丙税理士に対し、調査に基づく売上金額を説明するとともに、①本件

青色申告決算書に記載された売上金額に計上されていない売上金額に対応する売上原価の

額については、仕入れ及び経費の内訳の分かる売上帳、仕入帳、経費帳等の提示を求めてい

るが、原告からはいまだ提示されず、本件青色申告決算書に記載された売上原価の額以上の

売上原価の額は存在しないと認められる旨、②いまだ提示されていない仕入れに関する書類

等があれば提示してほしい旨、③その書類により本件青色申告決算書に記載された売上金額

に計上されていない売上金額に対応する売上原価の額が確認できれば、その金額を必要経費

に算入すべき金額として認容する旨、④修正申告をする意思の有無を原告に確認してほしい

旨、⑤本件青色申告決算書に記載された売上金額に計上されていない売上金額については仮

装隠ぺいが認められたので重加算税を課する対象となる旨、⑥原告に対する青色申告の承認

が取り消されることになる旨等を伝え、丙税理士は、原告に対して上記①ないし⑥を伝える

旨を回答した。 

丙税理士は、同月１３日、本件調査担当者に対し、修正申告をしない旨、仕入れに関して

は質物台帳及び古物台帳以外の帳簿書類はない旨をそれぞれ回答した。 

(2) 本件質物台帳等の記載から認められる事実関係等について 

ア 原告が、本件調査の過程において本件各係争年分の各売上金額に係る各売上原価の額を明

らかにする書類として本件調査担当者らに提示したのは本件質物台帳等のみであった。本件

質物台帳は、平成１５年３月２２日から平成２０年１０月５日までの間の原告の質屋営業に

係る質物台帳であり、本件古物台帳は、平成１２年７月１９日から平成２０年６月１３日ま

での間の原告の古物営業に係る古物台帳である。本件質物台帳の「質物番号」欄、「質契約

年月日」欄、「品目」欄、「数量」欄及び「貸付金額」欄はいずれも手書きにより、「返還・

流質年月日及びその区分」欄はスタンプの押印によりそれぞれ作成されているところ、「返

還・流質年月日及びその区分」欄については、質物の受入日やその翌日に流質となっていた

り、質物の受入日よりも質物の受戻日の方が前の日付となっていたりするなどの記載がある。

（甲１、乙１２、１３、１９ないし２１、弁論の全趣旨） 

イ 本件質物台帳のうち、「返還・流質年月日及びその区分」欄に「流質」との押印がされて

いる取引の「貸付金額」欄に記載された金額をそれぞれ１年分ごとに集計した結果（ただし、

１個の質契約で複数の質物を取引している場合で、「返還・流質年月日及びその区分」欄の

「年」が複数年にまたがるものについては、全てを最も遅い流質日の属する年分の取引とし

て集計し、「返還・流質年月日及びその区分」欄に「流質」、「受戻」の両方が表示された

取引については、全てを「流質」として集計した。）は、次のとおりであった（弁論の全趣

旨）。 

(ｱ) 平成１５年分    ２５７０万４０００円 
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(ｲ) 平成１６年分    ４０１０万４０００円 

(ｳ) 平成１７年分    ４８６５万２８９０円 

(ｴ) 平成１８年分    ２９５１万９８００円 

(ｵ) 平成１９年分    ９７５４万１７６０円 

ウ 本件古物台帳のうち、「払出し」欄に払出しの年月日が記載された取引について、その「受

入」欄中の「代価」欄の額を、「払出し」欄に記載された年ごとに集計したところ、次のと

おりであった（弁論の全趣旨）。 

(ｱ) 平成１５年分     ３０１万０９９０円 

(ｲ) 平成１６年分     ２７２万２１２０円  

(ｳ) 平成１７年分    ２８１６万８５１０円 

(ｴ) 平成１８年分    ４２４１万８２２０円 

(ｵ) 平成１９年分     ８８７万６０００円 

エ 上記イ及びウに記載した額を合計すると、次のとおりとなる。なお、原告が本件青色申告

決算書に記載した本件各係争年分に係る各年の売上原価の額は、その下に括弧書きで記載し

た額である。 

(ｱ) 平成１５年分    ２８７１万４９９０円 

（９４７０万５９９０円） 

(ｲ) 平成１６年分    ４２８２万６１２０円 

（７２１９万１３１２円） 

(ｳ) 平成１７年分    ７６８２万１４００円 

（９９９４万４８２８円） 

(ｴ) 平成１８年分    ７１９３万８０２０円 

（９７６３万３６７９円） 

(ｵ) 平成１９年分  １億０６４１万７７６０円 

（１億０６１１万６６５１円） 

(3) 本件収支計算ノート及び本件年間集計表について 

本件収支計算ノート及び本件年間集計表については、次のような事実があることが認められ

る。 

ア 本件収支計算ノート（甲１１ないし１３）は、市販のいわゆるＢ５判のノートに原告の妻

が手書きで必要事項を記載して作成したとされるものである。そして、本件収支計算ノート

の「出質」、「付替」及び「流質」の各欄の各金額及び口数は、全て原告の妻がそろばん又

は電子式卓上計算機を用いて集計した金額及び口数を記載したものとされるが、原告の妻以

外に本件収支計算ノートの内容の正確性をチェックした者はおらず、現に、その記載内容に

は誤りが含まれている。また、本件収支計算ノートは、本件各確定申告の前に丙税理士に対

して提示されたことはない。（甲１１ないし１３、３６、証人丙、弁論の全趣旨） 

イ 本件収支計算ノートの「流質」欄中の「元金」欄の記載は、取引日ごとに流質物に係る質

札及び納品書を集計したものとされるが、その集計の基礎となったとされる質札等は、現時

点においては存在しない。また、本件収支計算ノートの「付替」欄の記載は、顧客が質権の

設定された物が流質物となることを防ぐために利子のみを支払った場合の計算の基礎とな

る元金と顧客から受け取った利子について、それぞれ取引日ごとに合計して記載されたもの
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とされるが、その合計額を算出するに当たって用いたとみられるような伝票等は、現時点に

おいては存在しない（甲３６、弁論の全趣旨）。 

ウ 本件年間集計表（甲１４ないし１６）は、平成１７年分から平成１９年分までについての

もので、当該年に対応する本件収支計算ノート（甲１１、１２）に基づいて作成されたとさ

れるものであるところ、平成１６年分から平成１９年分までの本件収支計算ノートに記載さ

れた「出質」欄中の「合計利子」欄及び「流質」欄中の「売上」欄にそれぞれ記載された金

額の各合計額（次の(ｱ)ないし(ｴ)の上段に記載された額）と、平成１７年分から平成１９年

分までの本件年間集計表（甲１４ないし１６）の「利子収入売上」欄の一番下に記載された

金額（次の(ｲ)ないし(ｴ)の中段に記載された額）及び丙税理士が本件年間集計表に基づいて

記載したとされる平成１６年分から平成１９年分までの本件青色申告決算書の「売上金額」

欄に記載された金額（次の(ｱ)ないし(ｴ)の下段に記載された額）との間には、次のような異

同がある（甲１１、１２、１４ないし１６、乙４の２ないし５、弁論の全趣旨）。 

(ｱ) 平成１６年分    ９４２４万１５１２円 

９０９０万６３８４円 

(ｲ) 平成１７年分  １億２２９１万９２３２円 

１億２０３４万１６５３円 

１億２０３４万１６５３円 

(ｳ) 平成１８年分  １億２３１６万１０９９円 

１億１９３６万５３１０円 

１億１９３６万５３１０円 

(ｴ) 平成１９年分  １億５５５２万４９１０円 

１億５４７０万７９８５円 

１億３１８３万４１９１円 

エ 平成１６年分から平成１９年分までの本件収支計算ノートに記載された「流質」欄中の「売

上」欄に記載された金額の合計額（次の(ｱ)ないし(ｴ)の上段に記載された額）と、平成１７

年分から平成１９年分までの本件年間集計表の「流質元」欄に記載された金額の合計額（次

の(ｲ)ないし(ｴ)の中段に記載された額）及び丙税理士が本件年間集計表に基づいて記載した

とされる平成１６年分から平成１９年分までの本件青色申告決算書の「売上原価」欄中の「仕

入金額」欄に記載された金額（次の(ｱ)ないし(ｴ)の下段に記載された額）との間には、次の

ような異同がある（甲１１、１２、１４ないし１６、乙４の２ないし５、弁論の全趣旨）。 

(ｱ) 平成１６年分    ７２６３万５９６２円 

７２１９万１３１２円 

(ｲ) 平成１７年分  １億０２５１万１４０７円 

９９９４万４８２８円 

９９９４万４８２８円 

(ｳ) 平成１８年分  １億０１３４万９９７８円 

９７６３万３６７９円 

９７６３万３６７９円 

(ｴ) 平成１９年分  １億３３３１万０９０５円 

１億２３９９万０４４５円 
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１億０６１１万６６５１円 

オ 本件収支計算ノートの平成１９年１１月２８日に記載されていた売上げ及び仕入れの一

部であるとされるＫメモ及びＫ計算メモ記載の売上げ及び仕入れに関する記載について、次

のような事実があることが認められる。 

(ｱ) Ｋメモ及びＫ計算メモに記載された内容を時系列に沿って並び替えた上で整理すると

別表６のとおりとなるところ、Ｋメモ及びＫ計算メモの双方に同じ内容で記載されたもの

が７６取引である一方、どちらか一方にしか記載がないものが１６２取引、ＫメモとＫ計

算メモとの間で異なる内容が記載されているものが１７取引存在している（乙１７、１８

の２）。 

(ｲ) Ｋメモの「１８ねん」についての頁には、「３．２８ Ｏ １５０，０００」との記

載があり、平成１９年１１月２８日に行われた取引に係る仕入金額が１５万円である旨の

記載があるところ、これに対応する本件質物台帳上の取引（「質契約年月日」欄に「１８．

３．２８」、「貸付金額」欄に「１５００００」及び「質置主氏名」欄に「Ｏ」とそれぞ

れ記載があるもの。）の「返還・流質年月日及びその区別」欄においては、「１９．１０．

１０流質／１９．１１．２８流質」という２つの取引があったことを示す記載がある。ま

た、Ｋメモの「１９ねん」についての頁には、「８．２４ 丁 ２００，０００」との記

載があり、平成１９年１１月２８日に行われた取引に係る仕入金額が２０万円である旨の

記載があるところ、これに対応する本件質物台帳上の取引（「質契約年月日」欄に「１９．

８．２４」、「貸付金額」欄に「２００，０００」及び「質置主氏名」欄に「丁」とそれ

ぞれ記載があるもの。）の「返還・流質年月日及びその区別」欄においては、「１９．．

２４流質／１９．１１．２８流質」という２つの取引があったことを示す記載がある。（乙

１７、１９) 

(ｳ) Ｋ計算メモの「ＮＯ．３４０」の「買主名称」欄に「１９．９．２０ 丁」と記載さ

れた取引については、同メモの「数」欄に「１」と、「金額」欄に「１５０，０００」と

記載されているところ、これに対応する本件質物台帳上の取引（「質契約年月日」欄に「１

９．９．２０」、「貸付金額」欄に「１５００００」及び「質置主氏名」欄に「丁」とそ

れぞれ記載があるもの。）の「数量」欄には「２」と記載されており、質物２つで貸付金

額が１５万円であったことを示す記載がある。また、Ｋ計算メモの「ＮＯ．９８」及び「Ｎ

Ｏ．２４８」の「戊」欄には、「１８．１２．４ Ｐ ４０，０００」と記載された取引

及び「１８．１２．４ Ｐ ２３０，０００」と記載された取引があるところ、これに対

応する本件質物台帳上の取引（「質契約年月日」欄に「１８．１２．４」、「貸付金額」

欄に「２３０，０００」及び「質置主氏名」欄に「Ｐ」とそれぞれ記載があるもの。）の

「数量」欄には「３」と記載されており、質物３つで貸付金額が２３万円であったことを

示す記載がある。さらに、Ｋ計算メモの「Ｎｏ．２４８」の「戊」欄には、「１８．７．

１０ Ｑ ８００，０００」と記載された取引があるところ、これに対応する本件質物台

帳上の取引（「質契約年月日」欄に「１８．７．１０」及び「質置主氏名」欄に「Ｑ」と

それぞれ記載があるもの。）の「貸付金額」欄に「３００，０００」と記載されており、

同取引に係る貸付金額が３０万円であったことを示す記載がある。（乙１８の２、１９) 

２ 争点（本件各係争年分の事業所得の金額の計算上控除されるべき必要経費の金額）について 

(1)ア 一般に、所得税の課税標準及び税額を納税申告書に記載されたものよりもそれを提出し
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た者に不利益に更正する処分の取消しの訴えにおいては、課税標準を成す各種所得の金額に

ついての立証責任は、原則として被告にあると解すべきである。そして、事業所得の金額に

ついては、その年中の事業所得に係る総収入金額から必要経費を控除する方法により計算さ

れる（所得税法２７条２項参照）ことに照らせば、総収入金額に算入すべき金額については

もちろん、必要経費に算入すべき金額についても、原則として被告に立証責任があるという

べきである。 

もっとも、所得税をその対象に含む申告納税制度の下においては、納税者は、納税義務の

適正かつ円滑な履行のため法令の定めるところに従った正しい申告をすることが前提とさ

れているとともに、いわゆる税務調査に際しては、その所得の金額の算定の基となる取引等

の実態を最もよく知るものとして、必要な資料を提示し十分に説明することが期待される立

場にあると解されること、所得税法が事業所得を有する納税者に帳簿書類等の備付け等の義

務（青色申告者につき同法１４８条１項並びに所得税法施行規則５６条、５７条及び６３条、

事業所得等を生ずべき業務を行う一定の範囲のいわゆる白色申告者につき同法２３１条の

２及び同規則１０１条から１０３条まで参照）を課していること、事業所得の金額の計算と

の関係においては、仕入れは納税者にとって有利な事実であり、その証拠となる書類を受領

して保存し、又はそれに関する事項を帳簿書類等に記録すること等を極めて容易にすること

ができることからすれば、上記の義務を負担する納税者が、税務署長が合理的と認められる

方法により把握した必要経費以外の費用が帳簿書類等に記録されたところとは別に必要経

費として存在すると主張する場合には、当該納税者においてそのような費用の存在及びその

金額を含む当該費用の内容につき具体的に主張及び立証をする必要があり、このような主張

及び立証がされない限り、当該費用については、同法３７条１項の定める必要経費に該当し

ないとの事実上の推定が働くものと解するのが相当である。 

イ(ｱ) ところで、宇都宮税務署長は、本件審査請求に係る手続において、青色申告の承認を

受けていた原告の本件各係争年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額

について、本件調査において原告が提示した帳簿書類等のみでは、原告の各年分の事業所

得に係る仕入金額の全てを特定することができず、また、原告は、本件青色申告決算書記

載の仕入金額の内訳を明らかにしなかったことから、同決算書に計上された金額以上に必

要経費に算入することができる金額はない旨を主張していたものであり（乙３)、本件調

査の結果についての本件調査担当者らの丙税理士に対する説明の内容（認定事実(1)オ）

にも照らし、本件調査の結果に基づき本件更正処分等をするに当たっても上記の主張にお

けると同様の判断に立っていたものと推認するのが相当である。 

(ｲ) その上で、平成２０年９月に開始された本件調査の経緯等は、認定事実(1)に述べたと

おりであり、①原告が本件調査の当時に本件各係争年分の本件金製品取引についての帳簿

書類等として提示したのは、本件質物台帳等のほか、現金出納帳、平成１８年分の売上仕

入集計メモ（同年分の本件年間集計表（甲５）と同内容のものであると推認される。）等

のみであったもので、本件青色申告決算書（乙４の１ないし５）に「売上（収入）金額」

及び「売上原価」として記載された金額の内訳を取引に即して明らかにし得る帳簿書類等

は提示されず、②原告及び原告の妻は、本件調査に当たり本件調査担当者らに直接事案を

説明することはなく、本件調査に対応した乙及び丙税理士も、本件調査の当時において、

本件金製品取引に係るものを含め原告のした取引の内容の詳細を本件調査担当者らに説
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明したものとはうかがわれないこと、③かえって、丙税理士は、平成２０年１２月２日の

時点においても、原告の妻から聴取したところとして、Ｉとの間における取引の存在は認

める一方で、Ｊとの間における取引の存在は否定していたものであり、その際、乙は、本

件質物台帳に「受戻」と記載されている取引（これについて、乙は、同年９月２６日の当

時に、客が金員を返済したときに記入する旨を説明していたものである。）のうち同台帳

の「処分」欄中の「相手方の住所・氏名」欄に「ナ」又は「リ」と記載されているものの

内容を尋ねられたのに対し、原告の妻が書いているので分からない旨を回答していたもの

である。 

この点に関し、原告は、丙税理士が本件調査の結果の説明及び修正申告のしょうようを

受けた平成２１年２月２日の面談の際に本件調査担当者らに対して本件質物台帳に「ナ」

又は「リ」と記載された金製品取引について顧客からの買取価格を売上原価として認める

よう要請した旨を主張し、丙税理士の証言中にはこれに沿う部分があるが、同証言によっ

ても、その際のやり取りは、本件調査担当者らが上記の本件質物台帳の記載の趣旨につい

てＩ又はＪを指すものであろうとの上記③の平成２０年１２月２日の時点におけるのと

同様の推測を述べたのに対し、「じゃあ仕入れを認めてくださいよということを頼んだ」

というにとどまるのであって、原告側から本件金製品取引の実情や本件質物台帳等の記載

の仕方等を平成１４年分以前の質物台帳を提示するなどしつつ具体的に明らかにするな

どする内容のものではなかったものと認められ、結局、原告は、本件訴えにおいてその主

張するようなところに立脚しての修正申告もしなかったものである。 

そして、本件質物台帳等の記帳の事務を直接担当していたとされる原告の妻についての

本件訴えにおける原告訴訟代理人らによる聴取に係る聴取書（甲３６）には、本件金製品

取引において取引の目的とされた金製品のうち古い取引に係るものは古物台帳に記載さ

れていたものもあったこと、本件質物台帳における「ナ」又は「リ」の記載を始めた時期

ははっきりせず、本件金製品取引全てについて記載したとも断じ難いこと、平成１５年分

以降の本件質物台帳の上記の記載のあるものについての「受戻」の記載は、本件調査が開

始された後にアルバイトにスタンプを押させ、その日付は適当に記載させたものであるこ

と、本件金製品取引に係る売却した物の質札及び売買品明細書は売却後しばらくして廃棄

したこと等が記載されており、本件訴えにおいても本件金製品取引に係る質札等の書類は

証拠として提出されていないこと、本件青色申告決算書の貸借対照表の用紙には記載がさ

れていないこと（乙４の１ないし５)、本件各係争年分の当時において原告についてはそ

の保有する質物に係る期首及び期末の棚卸在庫を明らかにする帳簿書類等は作成されて

いなかったこと（甲２９、３５、３８、証人丙、弁論の全趣旨）も併せると、平成１５年

より前のものを含め、質物台帳又は古物台帳の記載のみによっては、本件金製品取引中ど

の取引においていずれの物が取引され、その仕入れがこれらのどれの記載に該当するかを

把握することは不可能であったものである（なお、原告は、同様の理由に基づき、本件審

査請求に係る手続において、売上げ計上漏れとされる金額が原告に係る売上げであるかは

疑わしいと主張して争っていたものである（乙３）。）。 

(ｳ) 一方、証拠（甲２８、３６、乙３、証人乙）によれば、原告は、質物の品名等の質受

けをした際に記載すべき事項については本件質物台帳に漏れなく正確に記載していたこ

とが認められる上、本件質物台帳の「返還・流質年月日及びその区分」欄中の既に述べた
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「受戻」等の部分以外の部分の記載を信用することができないことをうかがわせる事情等

は格別見当たらないから、質受けされた物の名称及び質受けをした際に相手方に交付した

貸付金の金額については、本件質物台帳の「品目」欄及び「貸付金額」欄にそれぞれ全て

記載され、本件金製品取引に係るもの以外の流質物については、基本的に、原告が当該流

質物を処分した都度、本件質物台帳の「返還・流質年月日及びその区分」欄に「流質」と

表示されていたものと認められる（なお、同欄に「流質」との表示のみがされている物に

ついては、当該質物が受け戻されるなどの上記表示と異なる処理がされたことをうかがわ

せる事情等は格別見当たらないが、複数年にまたがり「流質」があった旨の表示がされて

いるものや、「流質」との表示のほかに「受戻」との表示もされているものがあり、それ

らがいかに取り扱われたかについては、本件全証拠によってもこれを確定することは困難

である。）。また、本件古物台帳については、その記載内容を信用することができないこ

とをうかがわせる事情等は格別見当たらない。 

そうすると、本件質物台帳の「返還・流質年月日及びその区分」欄に「流質」との表示

がされているもの及び本件古物台帳の「払出し」欄に記載のあるものを集計することによ

り、上記に述べた流質物等として処理された分についてはある程度正確な売上原価の額を

算出することが可能であるというべきである。 

その上で、本件各係争年分に係る各年の上記に述べた流質物等として処理された分につ

いての売上原価の額は、認定事実(2)エに述べたとおりであり、平成１５年分ないし平成

１８年分については、原告の当該年分の所得税の各確定申告において計上された各売上原

価の額を２３１２万３４２８円ないし６５９９万１０００円下回っている。 

また、認定事実を前提とすれば、上記のように集計した原告の平成１９年分の売上原価

の額（１億０６４１万７７６０円）は、原告の同年分の所得税の確定申告において計上さ

れた売上原価の額（１億０６１１万６６５１円）を約３０万円上回ることになるが、認定

事実(2)イに述べたとおり、上記の金額は、①１個の質契約で複数の質物を取引している

場合で、本件質物台帳の「返還・流質年月日及びその区分」欄の「年」が複数年にまたが

るものについては、全てを最も遅い流質日の属する年分の取引として、②本件質物台帳の

「返還・流質年月日及びその区分」欄に「流質」及び「受戻」の両方が表示された取引に

ついては、全てを「流質」として、いずれも集計されているのであり、上記の集計に係る

金額は、過大なものであると推認され、上記の差額も、このような計算の方法を採用した

ことに伴うものであると推認するのが相当である。 

(ｴ) 以上を前提とすると、宇都宮税務署長が、原告の申告により、本件質物台帳の記載と

の関係において前記(ｳ)に述べたような事情の見られる本件青色申告決算書に記載された

本件各係争年分の「仕入金額」の各年分の合計額をあえては否認せず、それをもって、当

該各年分の原告の事業所得の計算上必要経費に算入すべき金額として把握したことにつ

いては、既に述べた諸事情に照らし、その方法において合理的ということができる範囲内

のものであったといえ（なお、一般に税務署長において所得税法１５６条に基づきいわゆ

る推計課税をする法的義務を負うものではないことについては、原告も争っていないとこ

ろである。）、それ以外の帳簿書類に記録されていない費用が必要経費として存在するこ

と及びその金額を含むその内容につき、原告において具体的に主張及び立証をしない限り、

当該費用については所得税法３７条１項の定める必要経費に該当しないとの事実上の推
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定が働くものと解するのが相当であるところ、本件において、原告は、本件各係争年分の

各年中における本件金製品取引に係る各売上金額に対応する各売上原価の額を明らかに

することができないことを自認している。 

(2)ア 原告は、本件各確定申告において除外した金製品取引に係る本件各係争年分の全期間を

通算した総仕入金額を算出することが可能であるから、これを各年分に区分できないがゆ

えに本件各確定申告において除外した金製品取引に係る本件各係争年分の必要経費が存在

しないと推論することは、論理法則及び経験則に照らして誤っており、本件において、原

告が必要経費として支出した金額等を具体的に特定して主張しないことを被告において主

張立証しただけで、当該必要経費が所得税法３７条１項の定める必要経費に該当しないと

の事実上の推定が働くとはいえない旨主張する。 

しかしながら、同項の定める必要経費のうち「売上原価その他当該総収入金額を得るた

めに直接要した費用」については、その年中における事業所得の売上金額等の総収入金額

に直接対応し、かつ、当該年において債務の確定している費用をいい、帳簿書類その他の

証拠によりこのような費用に該当すると認められるもののみが必要経費の金額に算入すべ

きものとされるものと解されるところ、これを前提とすれば、売上原価等の必要経費の額

については、各年中における事業所得の総収入金額に直接対応するものとして各年分に区

分して特定される必要があることは当然のことであり、以上について、前記(1)アに述べた

ように解する場合につき異なって解すべきものとする根拠は格別見当たらず、原告の上記

の主張は採用することができない。 

イ 原告は、原告の妻が作成した本件収支計算ノート及びこれに基づく本件年間集計表に記

載された売上金額及び売上原価の額と本件年間集計表に依拠して丙税理士が作成した本件

青色申告決算書に記載された売上金額及び売上原価の額との差額は平成１９年分を除くと

ごくわずかであるところ、本件収支計算ノートに記載された質流れ品等の売却先は、平成

１９年にＩが含まれるものの、他は全てＩ及びＪ以外であるとして、本件各確定申告にお

いて申告した売上原価の額には本件金製品取引に係る売上金額に対応する売上原価の額が

含まれていないことは明らかである旨主張する。 

しかしながら、前提事実及び認定事実に述べたとおり、①本件調査において、丙税理士

又は乙は、本件調査担当者らが再三にわたって本件質物台帳等以外の売上原価の額の存在

を確認することができる資料の提示を求めたにもかかわらず、本件各係争年分以外の年に

係る本件収支計算ノート（甲１３）を提示するにとどまった上、本件異議申立てに係る調

査においても、平成１８年分及び平成１９年分の本件収支計算ノート（甲１２）を提示し

たにとどまっていたものであって、平成１５年分の本件収支計算ノートは本件訴えにおい

ても提出されていないこと、②本件収支計算ノートは原告の妻が全て作成し、第三者によ

る点検等を経ていないとされるところ、本件訴えにおいて、本件各係争年分の取引に係る

質札等の本件収支計算ノートの記載内容の正確性を客観的に裏付ける証拠は提出されてお

らず、原告もその内容に誤りが含まれている旨を自認するなどしているほか、それの記載

に係る金額の算出における本件質物台帳等を含む原告の質物台帳又は古物台帳の記載との

関係も不明であること、③平成１６年分ないし平成１９年分の原告の売上金額に関する本

件収支計算ノート（甲１１、１２)の記載と本件青色申告決算書（乙４の２ないし５）の記

載との間には、本件収支計算ノートにおける平成１６年分ないし平成１９年分の原告の売
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上金額に関する記載の方が２５７万７５７９円ないし２３６９万０７１９円多いという違

いがあるところ、これは、原告が主張するような違算や本件年間集計表への転記誤り（平

成２４年２月２９日付け準備書面(4)３７ないし３８頁参照）によって生じる違いにしては

あまりにも多額であり、それらによって説明がつくものとはいい難い（原告は、平成１９

年分については、同年分の所得税青色申告決算書の記載の基礎とされた本件年間集計表を

作成する際に本件収支計算ノートにおいては含まれていたＬに対する質流れ品等の売上金

額（２２８７万３７９４円）を除外していることが原因である旨主張する（同準備書面３

８頁の（注６）参照）が、それを前提としたとしても、８１万６９２５円多いことに変わ

りはなく、上記認定判断を左右するものとはいえない。）こと、④平成１６年分ないし平

成１９年分の原告の売上原価の額に関する本件収支計算ノートの記載と本件青色申告決算

書（乙４の２ないし５）の記載の間には、本件収支計算ノートにおける平成１６年分ない

し平成１９年分の原告の売上原価の額に関する記載の方が４４万４６５０円ないし２７１

９万４２５４円多いという違いがあるところ、これは、原告が主張するような違算や本件

年間集計表への転記誤り（同準備書面３７ないし３８頁参照）によって生じる違いにして

は多額であり、それらによって説明がつくものとはいい難い（原告は、平成１９年分につ

いては、売上金額におけるのと同様にＬに対する質流れ品等の売上原価の額（２０８７万

３７９４円）を除外していることが原因である旨主張する（同準備書面３８頁の（注６）

参照）が、それを前提としたとしても、６３２万０４６０円多いことに変わりはなく、上

記認定判断を左右するものとはいえない。）こと、⑤本件収支計算ノートに記載された平

成１９年１１月２８日の売上げ及び仕入れの一部であるとされるＫメモ及びＫ計算メモに

ついては、認定事実(3)オ(ｱ)に述べたとおり、相当数の取引について記載の不一致が見ら

れること、⑥認定事実(3)オ(ｲ)及び(ｳ)に述べたとおり、売上原価の額について、Ｋメモ及

びＫ計算メモの記載の方が本件質物台帳の記載よりも多額となるように記載されている部

分が散見されることの各事実に照らすと、原告の上記の主張の基礎を成す本件収支計算ノ

ートの記載の内容の信用性については疑念を差し挟む余地が残されているものというべき

であり、原告の上記の主張は採用し難いものというべきである。 

ウ また、本件訴えにおいて、原告は、各種の原価率の試算の結果を主張しているが、いず

れの試算も、本件金製品取引について各年分の売上原価の額を十分な具体性をもって特定

して明らかにするものではなく、それらの試算によって、本件各係争年分の各年中におけ

る原告の事業所得の本件金製品取引に係るものを含む総収入金額に直接対応するものとし

て各年分の必要経費の額が区分されて特定されたとはいえない。その上で、原告の主張す

るところによれば昭和の当時に取得したものも含まれるとされる本件金製品取引における

取引の目的に係る金の相場の各年及び日々における大幅な変動の状況（乙２２の１・２、

２３）、試算の基礎とされた本件収支計算ノート若しくはこれに類する資料又はこれらに

立脚するものと推認される各種の書類等の信用性についての既に述べたような問題等のほ

か、原告のした試算の相当性に疑問があるとして被告の主張するところ（第２の４（被告

の主張の要点）(2)エ参照）については、一件記録に照らして相応に首肯することができる

点があることを考慮すると、原告の上記の主張はいずれも直ちには採用し難いというべき

である。 

エ さらに、原告は、本件訴えにおける被告の主張について、本件質物台帳等に最初の記入
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がされるときと質流れ品又は買取り品が売却されるときまでの時間差の存在を無視する不

合理なものであって、本件質物台帳は平成１５年３月２２日以降のものであり、それ以前

に原告が取得した物に対応する売上原価の額が算入されていない上、本件金製品取引にお

いて売却した金製品には平成１４年以前に原告が取得したものが多数含まれている旨や、

本件質物台帳に記載された「ナ」又は「リ」の符丁とともに「受戻」の表示が付された金

製品取引を全て取り上げて集計すべきところを被告がそれをしていない旨等を指摘し、被

告の検討には重大な欠陥があり、被告の主張も誤っている旨主張するが、前記(1)イに既に

述べたような本件調査における原告側の対応、その保存する帳簿書類その他の書類の状況

や本件金製品取引に係る書類の廃棄の状況等に照らすと、原告の上記の主張は採用し難い

ものというべきである 

(3) そして、原告のその余の主張及び一件記録によっても、前記(1)に述べたところと異なる認

定判断をすることが相当というべきような証拠ないし事情等は格別見当たらない。 

３ 本件更正処分等の適法性について 

これまで述べたところに加えて、本件全証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件更正処分等の根

拠及びその適法性については、別紙３に記載のとおり認めることができ、この認定判断を左右す

るに足りる証拠ないし事情は見当たらない。 

４ 結論  

以上の次第であって、原告の請求はいずれも理由がないから、これらを棄却することとして、

主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 八木 一洋 

   裁判官 品川 英基 

   裁判官 福渡 裕貴 
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（別紙１) 

関係法令の定め 

 

１ 所得税法の定め 

(1)ア 所得税法２７条（事業所得）１項は、事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小

売業、サービス業その他の事業で政令で定めるものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所

得に該当するものを除く。）をいう旨を定めている。 

イ 所得税法２７条２項は、事業所得の金額は、その年中の事業所得に係る総収入金額から

必要経費を控除した金額とする旨を定めている。 

(2) 所得税法３７条（必要経費）１項は、その年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算入

すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、事業所得の総収入金額に係る売上原価その他当

該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、一般管理費その他

事業所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以外の費用でその年において債務の確定

しないものを除く。）の額とする旨を定めている。 

(3)ア 所得税法１４３条（青色申告）は、事業所得を生ずべき業務を行う居住者は、納税地の

所轄税務署長の承認を受けた場合には、確定申告書及び当該申告書に係る修正申告書を青

色の申告書により提出することができる旨を定めている。 

イ 所得税法１４８条（青色申告者の帳簿書類）１項は、同法１４３条の青色申告の承認を

受けている居住者は、財務省令で定めるところにより、同条に規定する業務につき帳簿書

類を備え付けてこれに事業所得の金額に係る取引を記録し、かつ、当該帳簿書類を保存し

なければならない旨を定めている。 

ウ 所得税法１５０条（青色申告の承認の取消し）１項は、同法１４３条の青色申告の承認

を受けた居住者につき同法１５０条１項各号のいずれかに該当する事実がある場合には、

納税地の所轄税務署長は、当該各号に掲げる年まで遡って、その承認を取り消すことがで

き、この場合において、その取消しがあったときは、その居住者の当該年分以後の各年分

の所得税につき提出したその承認に係る青色申告書は、青色申告書以外の申告書とみなす

旨を定めている。 

(ｱ) ３号 

その年における所得税法１４３条に規定する業務に係る帳簿書類に取引の全部又は一

部を隠ぺいし又は仮装して記載し又は記録し、その他その記載又は記録をした事項の全体

についてその真実性を疑うに足りる相当の理由があること。 その年 

(ｲ) その余の号 略 

 

 

以  上
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 Ａ 確 定 申 告 Ｂ更正処分等 Ｃ異議申立て Ｄ 異 議 決 定 Ｅ 審 査 請 求 Ｆ 審 査 裁 決
Ｇ 変 更 後 の
被 告 主 張 額

平成16年3月1日 平成21年2月20日 平成21年3月30日 平成21年5月27日 平成21年6月11日 平成22年6月8日

① 2,424,932 45,125,631 2,424,932 2,424,932 45,550,239

事 業 所 得 の 金 額 ② 2,424,932 45,125,631 2,424,932 2,424,932 45,550,239

給 与 所 得 の 金 額 ③ 0 0 0 0 0

雑 所 得 の 金 額 ④ 0 0 0 0 0

⑤ 2,406,300 1,906,300 2,406,300 2,406,300 1,906,300

⑥ 18,000 43,219,000 18,000 18,000 43,643,000

⑦ 1,800 13,501,030 1,800 1,800 13,657,910

⑧ 360 250,000 360 360 250,000

⑨ 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

⑩ △ 28,560 13,221,000 △ 28,560 △ 28,560 13,377,900

⑪ ― 4,326,000 0 0 4,326,000

納 付 す べ き 税 額

重 加 算 税 の 額

棄
　
却

棄
　
却

年　　　    月　    　　日

内
　
訳

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額

課 税 総 所 得 金 額

課税総所得金額に対する税額

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

総 所 得 金 額

別
紙
２
－
１

項　　　　　　　　　　　目

本件各更正処分等の経緯（平成１５年分）

（単位：円）

（注）「納付すべき税額」欄の△は、還付金の額に相当する税額を表す。
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 Ａ 確 定 申 告 Ｂ更正処分等 Ｃ異議申立て Ｄ 異 議 決 定 Ｅ 審 査 請 求 Ｆ 審 査 裁 決
Ｇ 変 更 後 の
被 告 主 張 額

平成17年2月25日 平成21年2月20日 平成21年3月30日 平成21年5月27日 平成21年6月11日 平成22年6月8日

① 2,139,610 65,419,907 2,139,610 2,139,610 65,521,382

事 業 所 得 の 金 額 ② 2,139,610 65,419,907 2,139,610 2,139,610 65,521,382

給 与 所 得 の 金 額 ③ 0 0 0 0 0

雑 所 得 の 金 額 ④ 0 0 0 0 0

⑤ 2,417,500 1,917,500 2,417,500 2,417,500 1,917,500

⑥ 0 63,502,000 0 0 63,603,000

⑦ 0 21,005,740 0 0 21,043,110

⑧ 0 250,000 0 0 250,000

⑨ 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

⑩ △ 30,000 20,725,700 △ 30,000 △ 30,000 20,763,100

⑪ ― 6,972,000 0 0 6,972,000

総 所 得 金 額

棄
　
却

棄
　
却

内
　
訳

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額

本件各更正処分等の経緯(平成１６年分）

（単位：円）

項　　　　　　　　　　　目

年　　　    月　    　　日

別
紙
２
－
２

（注）「納付すべき税額」欄の△は、還付金の額に相当する税額を表す。

課 税 総 所 得 金 額

課税総所得金額に対する税額

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

納 付 す べ き 税 額

重 加 算 税 の 額
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 Ａ 確 定 申 告 Ｂ更正処分等 Ｃ異議申立て Ｄ 異 議 決 定 Ｅ 審 査 請 求 Ｆ 審 査 裁 決
Ｇ 変 更 後 の
被 告 主 張 額

平成18年2月20日 平成21年2月20日 平成21年3月30日 平成21年5月27日 平成21年6月11日 平成22年6月8日

① 618,970 39,699,262 618,970 618,970 39,709,122

事 業 所 得 の 金 額 ② 618,970 39,699,262 618,970 618,970 39,709,122

給 与 所 得 の 金 額 ③ 0 0 0 0 0

雑 所 得 の 金 額 ④ 0 0 0 0 0

⑤ 1,898,412 1,829,360 1,898,412 1,898,412 1,829,360

⑥ 0 37,869,000 0 0 37,879,000

⑦ 0 11,521,530 0 0 11,525,230

⑧ 0 250,000 0 0 250,000

⑨ 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

⑩ △ 30,000 11,241,500 △ 30,000 △ 30,000 11,245,200

⑪ ― 3,706,500 0 0 3,706,500

総 所 得 金 額

棄
　
却

棄
　
却

内
　
訳

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額

本件各更正処分等の経緯(平成１７年分）

（単位：円）

項　　　　　　　　　　　目

年　　　    月　    　　日

別
紙
２
－
３

（注）「納付すべき税額」欄の△は、還付金の額に相当する税額を表す。

課 税 総 所 得 金 額

課税総所得金額に対する税額

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

納 付 す べ き 税 額

重 加 算 税 の 額
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 Ａ 確 定 申 告 Ｂ更正処分等 Ｃ異議申立て Ｄ 異 議 決 定 Ｅ 審 査 請 求 Ｆ 審 査 裁 決

平成19年3月7日 平成21年2月20日 平成21年3月30日 平成21年5月27日 平成21年6月11日 平成22年6月8日

① 971,648 69,601,150 971,648 971,648

事 業 所 得 の 金 額 ② 971,648 69,601,150 971,648 971,648

給 与 所 得 の 金 額 ③ 0 0 0 0

雑 所 得 の 金 額 ④ 0 0 0 0

⑤ 1,987,218 1,935,800 1,987,218 1,987,218

⑥ 0 67,665,000 0 0

⑦ 0 22,546,050 0 0

⑧ 0 125,000 0 0

⑨ 36,000 36,000 36,000 36,000

⑩ △ 36,000 22,385,000 △ 36,000 △ 36,000

⑪ ― 7,563,500 0 0

（注）「納付すべき税額」欄の△は、還付金の額に相当する税額を表す。

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額

別
紙
２
－
４

本件各更正処分等の経緯(平成１８年分）

（単位：円）

課 税 総 所 得 金 額

課税総所得金額に対する税額

棄
　
却

棄
　
却

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

納 付 す べ き 税 額

重 加 算 税 の 額

項　　　　　　　　　　　目

年　　　    月　    　　日

総 所 得 金 額

内
　
訳
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 Ａ 確 定 申 告 Ｂ更正処分等 Ｃ異議申立て Ｄ 異 議 決 定 Ｅ 審 査 請 求 Ｆ 審 査 裁 決
Ｇ 変 更 後 の
被 告 主 張 額

平成20年2月27日 平成21年2月20日 平成21年3月30日 平成21年5月27日 平成21年6月11日 平成22年6月8日

① 5,029,790 85,943,876 5,029,790 5,029,790 85,983,606

事 業 所 得 の 金 額 ② 5,029,790 85,943,876 5,029,790 5,029,790 85,983,606

給 与 所 得 の 金 額 ③ 0 0 0 0 0

雑 所 得 の 金 額 ④ 0 0 0 0 0

⑤ 1,971,550 1,971,550 1,971,550 1,971,550 1,971,550

⑥ 3,058,000 83,972,000 3,058,000 3,058,000 84,012,000

⑦ 208,300 30,792,800 208,300 208,300 30,808,800

⑧ 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000

⑨ 190,300 30,774,800 190,300 190,300 30,790,800

⑩ ― 10,136,000 0 0 10,136,000

総 所 得 金 額

棄
　
却

棄
　
却

内
　
訳

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額

本件各更正処分等の経緯(平成１９年分）

（単位：円）

項　　　　　　　　　　　目

年　　　    月　    　　日

別
紙
２
－
５

課 税 総 所 得 金 額

課税総所得金額に対する税額

源 泉 徴 収 税 額

納 付 す べ き 税 額

重 加 算 税 の 額
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（別紙３) 

本件更正処分等の根拠及び適法性 

 

１ 本件更正処分の根拠 

(1) 平成１５年分（別紙２－１の「Ｇ更正後の被告主張額」欄参照） 

ア 総所得金額                         ４５５５万０２３９円 

上記金額は、次の(ｱ)、(ｲ)及び(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 事業所得の金額                     ４５５５万０２３９円 

上記金額は、次のａの金額からｂ、ｃ、ｄ、ｅ及びｆの各金額を控除した後の金額であ 

る。 

ａ 総収入金額                     １億５００４万５７８０円 

上記金額は、原告が本件調査において本件調査担当者らに提示した売上げに関する書

類、本件調査担当者らが原告の取引先に対する調査をした結果等に基づいて計算された

原告の事業所得に係る総収入金額である。 

ｂ 売上原価の額                     ９４７０万５９９０円 

上記金額は、原告が平成１５年分所得税青色申告決算書（一般用）（原告が宇都宮税

務署長に提出した原告の平成１５年分の所得税の確定申告書（以下「平成１５年分確定

申告書」という。乙２の１）に添付されていたもの。以下「平成１５年分青色申告決算

書」という。乙４の１）の「科目」欄の「売上原価」欄中の「仕入金額③」欄に記載し

た金額と同額である。 

ｃ 事業所得を生ずべき業務について生じた費用の額 

８４２万９５５１円 

上記金額は、原告が平成１５年分青色申告決算書の「科目」欄の「経費」欄中の「計

○32」欄に記載した金額と同額である。 

ｄ 青色専従者給与額                            ０円 

原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色専従者給与額は零円である。 

ｅ 青色申告特別控除の額                          ０円 

原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色申告特別控除の額は零円である。 

ｆ 事業専従者控除の額                        １３６万円 

上記金額は、所得税法５７条３項１号イの規定により必要経費とみなされる原告の妻

に係る事業専従者控除の額８６万円及び同号ロの規定により必要経費とみなされる乙

に係る事業専従者控除の額５０万円の合計額である。 

(ｲ) 給与所得の金額                             ０円 

上記金額は、原告が平成１５年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「給与⑥」

欄に記載した金額と同額である。 

(ｳ) 雑所得の金額                              ０円 

上記金額は、原告が平成１５年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「雑⑦」欄

に記載した金額と同額である。 
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イ 所得控除の金額の合計額                    １９０万６３００円 

上記金額は、次の(ｱ)及び(ｲ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 老年者控除の金額                            ０円 

原告の平成１５年分の総所得金額（４５５５万０２３９円。前記ア参照）が１０００万

円を超えるため、平成１６年法律第１４号による改正前の所得税法２条１項３０号に規定

する老年者に該当せず、同法８０条に規定する老年者控除が適用されない。 

(ｲ) その他の所得控除の金額の合計額              １９０万６３００円 

上記金額は、原告が平成１５年分確定申告書の第一表の「所得から差し引かれる金額」

欄に記載した老年者控除以外の所得控除の金額（社会保険料控除の金額６３万６３００円、

小規模企業共済等掛金控除の金額８４万円、生命保険料控除の金額５万円及び基礎控除の

金額３８万円）の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額                       ４３６４万３０００円 

上記金額は、前記アの総所得金額４５５５万０２３９円から前記イの所得控除の金額の合

計額１９０万６３００円を控除した後の金額（ただし、国税通則法（以下「通則法」という。）

１１８条１項の規定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

エ 納付すべき税額                       １３３７万７９００円 

上記金額は、次の(ｱ)の金額から(ｲ)及び(ｳ)の各金額を控除した後の金額（ただし、通則

法１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額               １３６５万７９１０円 

上記金額は、前記ウの課税総所得金額４３６４万３０００円に平成１８年法律第１０号

による改正前の所得税法８９条１項の規定による税率（ただし、経済社会の変化等に対応

して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１８年法律第１

０号による廃止前のもの。以下「負担軽減法」という。）４条の規定を適用した後のもの。）

を乗じて計算した金額である。 

(ｲ) 定率による税額控除の額                       ２５万円 

上記金額は、平成１７年法律第２１号による改正前の負担軽減法６条２項により計算し

た金額である。 

(ｳ) 源泉徴収税額                             ３万円 

上記金額は、原告が平成１５年分確定申告書の第一表の「税金の計算」欄中の「源泉徴

収税額○37」欄に記載した金額と同額である。 

(2) 平成１６年分（別紙２－２の「Ｇ変更後の被告主張額」欄参照） 

ア 総所得金額                        ６５５２万１３８２円 

上記金額は、次の(ｱ) 、(ｲ)及び(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 事業所得の金額                    ６５５２万１３８２円 

上記金額は、次のａの金額からｂ、ｃ、ｄ、ｅ及びｆの各金額を控除した後の金額であ

る。 

ａ 総収入金額                     １億４７１４万８１５６円 

上記金額は、原告が本件調査において本件調査担当者らに提示した売上げに関する書

類、本件調査担当者らが原告の取引先に対する調査をした結果等に基づいて計算された

原告の事業所得に係る総収入金額である。 
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ｂ 売上原価の額                      ７２１９万１３１２円 

上記金額は、原告が平成１６年分所得税青色申告決算書（一般用）（原告が宇都宮税

務署長に提出した原告の平成１６年分の所得税の確定申告書（以下「平成１６年分確定

申告書」という。乙２の２）に添付されていたもの。以下「平成１６年分青色申告決算

書」という。乙４の２）の「科目」欄の「売上原価」欄中の「仕入金額③」欄に記載し

た金額と同額である。 

ｃ 事業所得を生ずべき業務について生じた費用の額 

８０７万５４６２円 

上記金額は、原告が平成１６年分青色申告決算書の「科目」欄の「経費」欄中の「計

 ○32」欄に記載した金額と同額である。 

ｄ 青色専従者給与額                           ０円 

原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色専従者給与額は零円である。 

ｅ 青色申告特別控除の額                          ０円 

原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色申告特別控除の額は零円である。 

ｆ 事業専従者控除の額                       １３６万円 

上記金額は、所得税法５７条３項１号イの規定により必要経費とみなされる原告の妻

に係る事業専従者控除の額８６万円及び同号ロの規定により必要経費とみなされる乙

に係る事業専従者控除の額５０万円の合計額である。 

(ｲ) 給与所得の金額                             ０円 

上記金額は、原告が平成１６年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「給与⑥」

欄に記載した金額と同額である。 

(ｳ) 雑所得の金額                              ０円 

上記金額は、原告が平成１６年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「雑⑦」欄

に記載した金額と同額である。 

イ 所得控除の金額の合計額                   １９１万７５００円 

上記金額は、次の(ｱ)及び(ｲ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 老年者控除の金額                            ０円 

原告の平成１６年分の合計所得金額（６５５２万１３８２円。前記ア参照）が１０００

万円を超えるため、平成１６年法律第１４号による改正前の所得税法２条１項３０号に規

定する老年者に該当せず、同法８０条に規定する老年者控除が適用されない。 

(ｲ) その他の所得控除の金額の合計額              １９１万７５００円 

上記金額は、原告が平成１６年分確定申告書の第一表の「所得から差し引かれる金額」

欄に記載した老年者控除以外の所得控除の金額（社会保険料控除の金額６３万２５００円、

小規模企業共済等掛金控除の金額８４万円、生命保険料控除の金額５万円、損害保険料控

除の金額１万５０００円及び基礎控除の金額３８万円）の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額                      ６３６０万３０００円 

上記金額は、前記アの総所得金額６５５２万１３８２円から前記イの所得控除の金額の合

計額１９１万７５００円を控除した後の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１



45 

０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

エ 納付すべき税額                       ２０７６万３１００円 

上記金額は、次の(ｱ)の金額から(ｲ)及び(ｳ)の各金額を控除した後の金額（ただし、通則

法１１９条１項の規定に１より１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額               ２１０４万３１１０円 

上記金額は、前記ウの課税総所得金額６３６０万３０００円に平成１８年法律第１０号

による改正前の所得税法８９条１項の規定による税率（ただし、負担軽減法４条の規定を

適用した後のもの。）を乗じて計算した金額である。 

(ｲ) 定率による税額控除の額                       ２５万円 

上記金額は、平成１７年法律第２１号による改正前の負担軽減法６条２項により計算し

た金額である。 

(ｳ) 源泉徴収税額                             ３万円 

上記金額は、原告が平成１６年分確定申告書の第一表の「税金の計算」欄中の「源泉徴

収税額○37」欄に記載した金額と同額である。 

(3) 平成１７年分（別紙２－３の「Ｇ変更後の被告主張額」欄参照） 

ア 総所得金額                        ３９７０万９１２２円 

上記金額は、次の(ｱ)、(ｲ)及び(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 事業所得の金額                     ３９７０万９１２２円 

上記金額は、次ａの金額からｂ、ｃ、ｄ、ｅ及びｆの各金額を控除した後の金額である 

ａ 総収入金額                    １億５２２９万１８０５円 

上記金額は、原告が本件調査において本件調査担当者らに提示した売上げに関する書

類、本件調査担当者らが原告の取引先に対する調査をした結果等に基づいて計算した原

告の事業所得に係る総収入金額である。 

ｂ 売上原価の額                     ９９９４万４８２８円 

上記金額は，原告が平成１７年分所得税青色申告決算書（一般用）（原告が宇都宮税

務署長に提出した原告の平成１７年分の所得税の確定申告書（以下「平成１７年分確定

申告書」という。乙２の３）に添付されていたもの。以下「平成１７年分青色申告決算

書」という。乙４の３）の「科目」欄の「売上原価」欄中の「仕入金額③」欄に記載し

た金額と同額である。 

ｃ 事業所得を生ずべき業務について生じた費用の額 

 １１２７万７８５５円 

上記金額は、原告が平成１７年分青色申告決算書の「科目」欄の「経費」欄中の「計

○32」欄に記載した金額と同額である。 

ｄ 青色専従者給与額                           ０円 

原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色専従者給与額は零円である。 

ｅ 青色申告特別控除の額                         ０円 

原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色申告特別控除の額は零円である。 

ｆ 事業専従者控除の額                       １３６万円 
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上記金額は、所得税法５７条３項１号イの規定により必要経費とみなされる原告の妻

に係る事業専従者控除の額８６万円及び同号ロの規定により必要経費とみなされる乙

に係る事業専従者控除の額５０万円の合計額である。 

(ｲ) 給与所得の金額                             ０円 

上記金額は、原告が平成１７年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「給与⑥」

欄に記載した金額と同額である。 

(ｳ) 雑所得の金額                              ０円 

上記金額は、原告が平成１７年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「雑⑦」欄

に記載した金額と同額である。 

イ 所得控除の金額の合計額                    １８２万９３６０円 

上記金額は、次の(ｱ)及び(ｲ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 医療費控除の金額                      ６８万７５００円 

上記金額は、原告が平成１７年分確定申告書の第二表の「所得から差し引かれる金額に

関する事項」中の「⑪医療費控除」欄中の「支払医療費」欄に記載した金額（７８万７５

００円）を前提に所得税法７３条１項の規定により算出した金額である。 

(ｲ) その他の所得控除の金額の合計額              １１４万１８６０円 

上記金額は、原告が平成１７年分確定申告書の第一表の「所得から差し引かれる金額」

欄に記載した医療費控除以外の所得控除の金額（社会保険料控除の金額６６万３０００円、

生命保険料控除の金額８万３８６０円、損害保険料控除の金額１万５０００円及び基礎控

除の金額３８万円）の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額                      ３７８７万９０００円 

上記金額は、前記アの総所得金額３９７０万９１２２円から前記イの所得控除の金額の合

計額１８２万９３６０円を控除した後の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１

０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

エ 納付すべき税額                       １１２４万５２００円 

上記金額は、次の(ｱ)の金額から(ｲ)及び(ｳ)の各金額を控除した後の金額（ただし、通則

法１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額               １１５２万５２３０円 

上記金額は、前記ウの課税総所得金額３７８７万９０００円に平成１８年法律第１０号

による改正前の所得税法８９条１項の規定による税率（ただし、負担軽減法４条の規定を

適用した後のもの。）を乗じて計算した金額である。 

(ｲ) 定率による税額控除の額                       ２５万円 

上記金額は、平成１７年法律第２１号による改正前の負担軽減法６条２項により計算し

た金額である。 

(ｳ) 源泉徴収税額                             ３万円 

上記金額は、原告が平成１７年分確定申告書の第一表の「税金の計算」欄中の「源泉徴

収税額○37」欄に記載した金額と同額である。 

(4) 平成１８年分（別紙２－４の「Ｂ更正処分等」欄参照） 

ア 総所得金額                         ６９６０万１１５０円 

上記金額は、次の(ｱ)、(ｲ)及び(ｳ)の各金額の合計額である。 
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(ｱ) 事業所得の金額                     ６９６０万１１５０円 

上記金額は、次のａの金額からｂ、ｃ、ｄ、ｅ及びｆの各金額を控除した後の金額であ

る 

ａ 総収入金額                     １億８０８５万４８１２円 

上記金額は、原告が本件調査において本件調査担当者らに提示した売上げに関する書

類、本件調査担当者らが原告の取引先に対する調査をした結果等に基づいて計算された

原告の事業所得に係る総収入金額である。 

ｂ 売上原価の額                     ９７６３万３６７９円 

上記金額は、原告が平成１８年分所得税青色申告決算書（一般用）（原告が宇都宮税

務署長に提出した原告の平成１８年分の所得税の確定申告書（以下「平成１８年分確定

申告書」という。乙２の４）に添付されていたもの。以下「平成１８年分青色申告決算

書」という。乙４の４）の「科目」欄の「売上原価」欄中の「仕入金額③」欄に記載し

た金額と同額である。 

ｃ 事業所得を生ずべき業務について生じた費用の額 

１２２５万９９８３円 

上記金額は、原告が平成１８年分青色申告決算書の「科目」欄の［経費」欄中の「計

○32」欄に記載した金額と同額である。 

ｄ 青色専従者給与額                           ０円 

原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色専従者給与額は零円である。 

ｅ 青色申告特別控除の額                         ０円 

原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色申告特別控除の額は零円である。 

ｆ 事業専従者控除の額                       １３６万円 

上記金額は、所得税法５７条３項１号イの規定により必要経費とみなされる原告の妻

に係る事業専従者控除の額８６万円及び同号ロの規定により必要経費とみなされる乙

に係る事業専従者控除の額５０万円の合計額である。 

(ｲ) 給与所得の金額                            ０円 

上記金額は、原告が平成１８年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「給与⑥」

欄に記載した金額と同額である。 

(ｳ) 雑所得の金額                              ０円 

上記金額は、原告が平成１８年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「雑⑦」欄

に記載した金額と同額である。 

イ 所得控除の金額の合計額                    １９３万５８００円 

上記金額は、次の(ｱ)及び(ｲ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 医療費控除の額                        ５万７５００円 

上記金額は、原告が平成１８年分確定申告書の第二表の「所得から差し引かれる金額に

関する事項」中の「⑪医療費控除」欄中の「支払医療費」欄に記載した金額（１５万７５

００円）を前提に所得税法７３条１項の規定により算出した金額である。 

(ｲ) その他の所得控除の金額の合計額              １８７万８３００円 
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上記金額は、原告が平成１８年分確定申告書の第一表の「所得から差し引かれる金額」

欄に記載した医療費控除以外の所得控除の金額（社会保険料控除の金額６５万８３００円、

小規模企業共済等掛金控除の金額８４万円及び基礎控除の金額３８万円）の合計額と同額

である。 

ウ 課税総所得金額                      ６７６６万５０００円 

上記金額は、前記アの総所得金額６９６０万１１５０円から前記イの所得控除の金額の合

計額１９３万５８００円を控除した後の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１

０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

エ 納付すべき税額                      ２２３８万５０００円 

上記金額は、次の(ｱ)の金額から(ｲ)及び(ｳ)の各金額を控除した後の金額（ただし、通則

法１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額              ２２５４万６０５０円 

上記金額は、前記ウの課税総所得金額６７６６万５０００円に平成１８年法律第１０号

による改正前の所得税法８９条１項の規定による税率（ただし、負担軽減法４条の規定を

適用した後のもの。）を乗じて計算した金額である。 

(ｲ) 定率による税額控除の額                   １２万５０００円 

上記金額は、負担軽減法６条２項により計算した金額である。 

(ｳ) 源泉徴収税額                        ３万６０００円 

上記金額は、原告が平成１８年分確定申告書の第一表の「税金の計算」欄中の「源泉徴

収税額○38」欄に記載した金額と同額である。 

(5) 平成１９年分（別紙２－５の「Ｇ変更後の被告主張額」欄参照） 

ア 総所得金額                        ８５９８万３６０６円 

上記金額は、次の(ｱ)、(ｲ)及び(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 事業所得の金額                     ８５９８万３６０６円 

上記金額は、次のａの金額からｂ、ｃ、ｄ、ｅ及びｆの各金額を控除した後の金額であ

る。 

ａ 総収入金額                    ２億０５６４万８００７円 

上記金額は、原告が本件調査において本件調査担当者らに提示した売上げに関する書

類、本件調査担当者らが原告の取引先に対する調査をした結果等に基づいて計算された

原告の事業所得に係る総収入金額である。 

ｂ 売上原価の額                    １億０６１１万６６５１円 

上記金額は、原告が平成１９年分所得税青色申告決算書（一般用）（原告が宇都宮税

務署長に提出した原告の平成１９年分の所得税の確定申告書（以下「平成１９年分確定

申告書」という。乙２の５）に添付されていたもの。以下「平成１９年分青色申告決算

書」という。乙４の５）の「科目」欄の「売上原価」欄中の「仕入金額③」欄に記載し

た金額と同額である。 

ｃ 事業所得を生ずべき業務について生じた費用の額   １２１８万７７５０円 

上記金額は、原告が平成１９年分青色申告決算書の「科目」欄の「経費」欄中の「計

○32」欄に記載した金額と同額である。 

ｄ 青色専従者給与額                           ０円 
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原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色専従者給与額は零円である。 

ｅ 青色申告特別控除の額                         ０円 

原告は、本件青色承認取消処分により平成１５年分以降の所得税につき青色申告の承

認を取り消されているから、青色申告特別控除の額は零円である。 

ｆ 事業専従者控除の額                       １３６万円 

上記金額は、所得税法５７条３項１号イの規定により必要経費とみなされる原告の妻

に係る事業専従者控除の額８６万円及び同号ロの規定により必要経費とみなされる乙

に係る事業専従者控除の額５０万円の合計額である。 

(ｲ) 給与所得の金額                             ０円 

上記金額は、原告が平成１９年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「給与⑥」

欄に記載した金額と同額である。 

(ｳ) 雑所得の金額                              ０円 

上記金額は、原告が平成１９年分確定申告書の第一表の「所得金額」欄中の「雑⑦」欄

に記載した金額と同額である。 

イ 所得控除の金額の合計額                    １９７万１５５０円 

上記金額は、原告が平成１９年分確定申告書の第一表の「所得から差し引かれる金額」欄

に記載した所得控除の金額（医療費控除の金額５万８４９０円、社会保険料控除の金額６５

万９２００円、小規模企業共済等掛金控除の金額８４万円、生命保険料控除の金額３万３８

６０円及び基礎控除の金額３８万円）の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額                       ８４０１万２０００円 

上記金額は、前記アの総所得金額８５９８万３６０６円から前記イの所得控除の金額の合

計額１９７万１５５０円を控除した後の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１

０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

エ 納付すべき税額                       ３０７９万０８００円 

上記金額は、次の(ｱ)の金額から(ｲ)の金額を控除した後の金額（ただし、通則法１１９条

１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額               ３０８０万８８００円 

上記金額は、前記ウの課税総所得金額８４０１万２０００円に所得税法８９条１項の規

定による税率を乗じて計算した金額である。 

(ｲ) 源泉徴収税額                         １万８０００円 

上記金額は、原告が平成１９年分確定申告書の第一表の「税金の計算」欄中の「源泉徴

収税額○37」欄に記載した金額と同額である。 

２ 本件更正処分の適法性 

前記１に述べたとおり、本件訴えにおける原告の本件各係争年分の納付すべき所得税の額は、

それぞれ 

平成１５年分  １３３７万７９００円 

平成１６年分  ２０７６万３１００円 

平成１７年分  １１２４万５２００円 

平成１８年分  ２２３８万５０００円 
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平成１９年分  ３０７９万０８００円 

であり、これらの金額は、いずれも当該各年分の所得税の各更正処分の納付すべき税額（別紙２

－１ないし２－５の各「Ｂ更正処分等」欄の「納付すべき税額」(順号⑨又は⑩）参照）を上回

るものである又はこれと同額であるから、本件更正処分はいずれも適法である。 

３ 本件賦課決定処分の根拠 

前記２に述べたとおり、本件更正処分はいずれも適法であるところ、本件更正処分により新た

に納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうち、本件青色承認取消処分によって、本件各係

争年分に係る青色事業専従者がある場合の必要経費の特例（所得税法５７条１項）及び青色申告

特別控除（租税特別措置法２５条の２）の適用が認められないこととなった部分等に相当する金

額を除いては、本件更正処分前における税額の計算の基礎とされなかったことについて、通則法

６５条４項に規定する正当な理由は存在しない。 

また、前提事実(2)に述べたとおり、原告は、本件金製品取引につき、他人名義で取引をし、

本件金製品取引に係る売上金額を本件各確定申告における売上金額に計上することなく本件各

確定申告をしたものであり、これが通則法６８条１項所定の「課税標準等又は税額等の計算の基

礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところ

に基づき納税申告書を提出していたとき」に該当することは明らかであるから、本件更正処分に

より新たに納付すべきこととなった税額については、同項の規定に基づき、同法６５条の過少申

告加算税に代えて重加算税が課されることとなる。 

原告の本件各係争年分の所得税に係る重加算税の額は、次のとおりである。 

(1) 平成１５年分                         ４３２万６０００円 

上記金額は、原告の平成１５年分の所得税の更正処分により新たに納付すべきこととなった

税額１３２４万９５００円（別紙２－１の「Ｂ更正処分等」欄の順号⑩の金額から「Ａ確定申

告」欄の順号⑩の金額を差し引いた後のもの。ただし、通則法１１９条１項の規定により１０

０円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）のうち、平成１５年分の青色事業専従者がある

場合の必要経費の特例（所得税法５７条１項）及び青色申告特別控除（租税特別措置法２５条

の２）の適用が認められないこととなった部分等に相当する税額８７万９７００円は、通則法

６５条４項の「正当な理由があると認められる事実に基づく税額」に該当することから、上記

１３２４万９５００円から８７万９７００円を控除した後の１２３６万円（ただし、通則法１

１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。以下同じ。）に、１０

０分の３５を乗じて算出した金額である。 

(2) 平成１６年分                         ６９７万２０００円 

上記金額は、原告の平成１６年分の所得税の更正処分により新たに納付すべきこととなった

税額２０７５万５７００円（別紙２－２の「Ｂ更正処分等」欄の順号⑩の金額から「Ａ確定申

告」欄の順号⑩の金額を差し引いた後のもの。）のうち、平成１６年分の青色事業専従者があ

る場合の必要経費の特例（所得税法５７条１項）及び青色申告特別控除（租税特別措置法２５

条の２）の適用が認められないこととなった部分等に相当する税額８３万３９００円は、通則

法６５条４項の「正当な理由があると認められる事実に基づく税額」に該当することから、上

記２０７５万５７００円から８３万３９００円を控除した後の１９９２万円に、１００分の３

５を乗じて算出した金額である。 

(3) 平成１７年分                         ３７０万６５００円 
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上記金額は、原告の平成１７年分の所得税の更正処分により新たに納付すべきこととなった

所得税額１１２７万１５００円（別紙２－３の「Ｂ更正処分等」欄の順号⑩の金額から「Ａ確

定申告」欄の順号⑩の金額を差し引いた後のもの。）のうち、平成１７年分の青色事業専従者

がある場合の必要経費の特例（所得税法５７条１項）及び青色申告特別控除（租税特別措置法

２５条の２）の適用が認められないこととなった部分等に相当する税額６７万３６００円は、

通則法６５条４項の「正当な理由があると認められる事実に基づく税額」に該当することから、

上記１１２７万１５００円から６７万３６００円を控除した後の１０５９万円に、１００分の

３５を乗じて算出した金額である。 

(4) 平成１８年分                         ７５６万３５００円 

上記金額は、原告の平成１８年分の所得税の更正処分により新たに納付すべきこととなった

税額２２４２万１０００円（別紙２－４の「Ｂ更正処分等」欄の順号⑩の金額から「Ａ確定申

告」欄の順号⑩の金額を差し引いた後のもの。）のうち、平成１８年分の青色事業専従者があ

る場合の必要経費の特例（所得税法５７条１項）及び青色申告特別控除（租税特別措置法２５

条の２)の適用が認められないこととなった部分等に相当する税額８０万５３００円は、通則

法６５条４項の「正当な理由があると認められる事実に基づく税額」に該当することから、上

記２２４２万１０００円から８０万５３００円を控除した後の２１６１万円に、１００分の３

５を乗じて算出した金額である。 

(5) 平成１９年分                        １０１３万６０００円 

上記金額は、原告の平成１９年分の所得税の更正処分により新たに納付すべきこととなった

税額３０５８万４５００円（別紙２－５の「Ｂ更正処分等」欄の順号⑨の金額から「Ａ確定申

告」欄の順号⑨の金額を差し引いた後のもの。）のうち、平成１９年分の青色事業専従者があ

る場合の必要経費の特例（所得税法５７条１項）及び青色申告特別控除（租税特別措置法２５

条の２）の適用が認められないこととなった部分等に相当する税額１６２万１０００円は、通

則法６５条４項の「正当な理由があると認められる事実に基づく税額」に該当することから、

上記３０５９万４５００円から１６２万１０００円を差し引いた後の２８９６万円に、１００

分の３５を乗じて算出した金額である。 

４ 本件賦課決定処分の適法性 

前記３に述べたとおり、本件更正処分に伴って賦課されるべき重加算税の額は、それぞれ、 

平成１５年分  ４３２万６０００円 

平成１６年分  ６９７万２０００円 

平成１７年分  ３７０万６５００円 

平成１８年分  ７５６万３５００円 

平成１９年分 １０１３万６０００円 

であるところ、これらの金額は、いずれも本件賦課決定処分の金額（別紙２－１ないし２－５の

「Ｂ更正処分等」欄の「重加算税の額」（順号⑩又は⑪）参照）と同額であるから、本件賦課決

定処分はいずれも適法である。 

 

以 上 
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別表１～６ 省略 


